
主要検討項目について（その 3 ）

主要検討項目

：4・郵便貯金会社、郵便保険会社
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（ 1 ） 移行期における郵便貯金会社・郵便保険会社の業務範囲 ≡
1

（ 移行期の当初の業務範囲及びその段階的拡大の仕組み） ：
l

】

（ 2 ） 郵貯・簡保の既契約を新契約と一括 して運用するための ；

具体的な仕組み

（ 3 ）移行期の終了時期（「民有民営の判断要素」）
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内閣官房郵政民営化準備室



4 －（1）移行期における郵便貯金会社・郵便保険会社の業務範囲（移行期当初の業務範囲及びその段階的拡大の仕組み）

◎限度額の取り扱いをどうするか（「当面」の期間の設定等をどうするか）

基本方針
考 え方

有識者 の意 見

A 案 B 案

1 ．基本 的視 点 ○　 政府 出資等 、国の信用 ・ ○　 限度額 を政令で定め、移

（1 ）経営 の 自由度の拡大 関与 が 残 る間 は 「暗 黙 の政 行期間 中、民有民営化の進

・民営化 した後 、イ コー ル フ 府保 証 」に よ り競 争 上 有利 捗状況等 に応 じ、監視組織

ツテ ィ ングの度合 いや 国の にあ り、民業 圧迫 の おそれ の判断 に基づ き、政令改正

関 与 の あ り方 等 を勘 案 しつ が あるので、移行期間 中は、 に よ り段 階 的 に引 き上 げ

つ、郵 政公社 法 に よる業務

内容 、経営権 に対す る制 限

を緩 和す る。

・最 終 的 な 民営 化 に お い て

限度額 を現行 水準 に法 定 し

てはど うか。

○ その場合 、民有民営 化の

ることとしては どうか。

○ 更 に、保険については、

事 業方 法書 等 に限度額 を

は 、民間企 業 と して 自由 な 進捗 状況等 を踏 まえ、移行 規定 し、監視組織 の判断 に

経 営 を可能 とす る。 期 間中 で も、監視組織 の判 基 づ く認可 に よ り段 階 的

4 ．移行期 I 準備期 のあ り方 断 （例 えば、 3 年 ごとの レ に 引 き上 げる こ とも考 え

（1 ）移 行期の あ り方

（ウ）郵便貯 金及び郵便保険事

業 の経営

ビュー ）に基 づ き、法改正

によ り限度額 を引 き上 げる

ことと しては ど うか （そ の

られ るが、 どうか。

○ 一方 、A 実に比 し、容 易

・郵便 貯金 及び郵便保険事業 旨の見直 し条項 を入れ る こ に限度 額の 逐次 引 上 げが

は 、当面 、限度 額 を現 行水

準 （1 千万 円）に維持す る。

そ の際 、貯金 及 び保険 は、

預金 者 、被保 険者 ご とに新

とも考 え られ る）。

○ 一方 、限度籠 を法定す る

と、状 況 に応 じた機動 的な

なされ、民業圧迫 とな るお

それ はな いか。

○ 限 度額 引 き上 げ に係 る



契約と旧契約とを合算 して

管理する。その上で、最終

的な民営化に向けた準備を

進める。

6 ．推進体制ゐ整備

（ イ）民営化後、郵政民営化

推進本部の下に、有識者から

成る監視組織を設置する。監

視組織は、民営化後 3 年ごと

に、国際的な金融市場の動向

等を見極めながら民営化の

進捗状況や経営形態のあ り

方をレビューする。また、許

認可‾を含む経営上の重要事

項について意見を述べる。監

視組織の意見に基づき本部

長は所要の措置をとるもの

とする。

対応が困難となるか。

○また、民営化され、移行

期当初から民間企業と同様

に納税義務やセーフティー

ネッ トの負担 を負 う一方

で、業務内容に法律で制限

が課されることをどう考え

るか。

判断の客観性・透明性を担

保するため、何らかの基準

が必要 と考えられ るが、

時々の状況に即応できる

よう、法令において大枠を

示した上で、具体的基準は

ガイ ドラインに定めるこ

ととしてはどうか。（A 案

でも、法改正による限度額

引き上げの判断基準がま払

要となることは同様。）



預貯金の推移
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（ 注1）要求払預金は、

（ 注2）定期性預金は、

（ 注3）流動性貯金は、

（ 注4）定期性貯金は、

（ 出典）全国銀行協会

ジャー冊子」

当座預金、
定期預金、

通常貯金。

定額貯金、

7 8 9 10 1 1 1 2 柑 14 15

年度

普通預金、通知預金等。
定期積金。

定期貯金、財形定額貯金、積立貯金等。

「 全国銀行財務諸表分析」 、日本郵政公社「郵貯のディスクロ．
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郵便貯金の種類別現在高の推移

注定籠貯金には、財形定窺貯金を含む。

4

年 度 別　　　 通 常貯金 積立貯 金 定額貯金 定期貯金 住宅積立 貯金 教 育積 立貯金 合　 計

平成 6 年庇 い 5兆8・027 億円
8．4 46億 円 172 兆9，687 億円 7兆 9．664億円 43億 円 3 6 億円 197 兆5，902 億 円

7　　 19兆 1，0 99億円 8，344億 円 185 兆4，9 12億円 7兆 9，934億円 44 億 円 4 2 億円 2 13 兆4，375 億 円

8 21 兆 6，9 95億 円 8．0 13億 円 194 兆6，0 77億円 7兆 7．696億 円 44 億 円 4 7 億円 224 兆8．87 2億 円

9 25 兆 6．0 39億 円 了．62了億 円 202 兆9，138億 円 11兆 2，56 1億 円 4 4億 円 52 億円 24 0兆5，4 60億 円

10 28 兆 4，0 84億 円 6，9 67億 円 20 7兆2，882億 円 16兆 1，83 6億円
4 2億 円l 57 億 円

25 2兆 5，8 67億 円

11 3 1 兆　 52 1億 円 6．3 13億 円 2 13兆乙 644億 円 15 兆 124 億円 38億 円 6 3億 円 2 59 兆9，702億 円

12 40 兆7，662億 円 5．774億 円 193兆 7，122億 円 14 兆乳 67 8億円 33億 円 6 7 億円 249 兆9，336億 円

13 4 8 兆　 372億 円 5，308億 円 175兆 8，956億 円 14 兆 8，680億円 30億 円 7 2 億円 239 兆3，418億 円

14 5 1 兆　 639 億円 4，了63億 円 167兆 8．620 億円 13 兆 8．342億 円 25億 円 7 6 億円 233 ∂比，465 億 円

15 5 3 兆 7，507 億円 4，050億 円 160 兆 1．898 億円 13兆　 269億 円 20 億円 7 7 億円 227 兆 3．820 億 円



郵便貯金残高の推移とその見通し

※（平成 1 1 年度末） 2 6 0 兆円 一 （平成 1 5 年度末） 2 2 7 兆円
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家計（個人）の金融資産の種類別シェア

郵便貯金 民間預貯金 信託

年度来。％（’03℃ 2。％ ‘21軍ゝ＿＿竺＿二
6 0

6 1
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6 3

フt
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1 0
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1 4
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1 6 ．0 6 くP ）

拝す■ 増

1 5 ．6

1 3 ．2

1 7．4

投資信託 簡易保険
（ 18兆円） （29兆円）

一基」⊥＿／‾Ⅷ 顧

8 ．1

8 ．3

郵∠ 民間／ 1∴ 才 簡よ険
（ 225兆円） （520兆 円） （12兆円） （35兆円） （118兆円）

統計の変更により、昭和83年度末までは「個人金融資産J 、平成元年度宋以降は「家計金融資産」であり連続 しない。

その他は、出資金、未収・未払金、矧 ナ金等。

四捨五入のため計数に不一致がある。

（ P ）は速報値。 ∠：・

保険・年金
パ64兆円）

8 0 ％

d 事由艦渡瀬朝肝
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郵便貯金総額制限額の沿革

年　　 月　　 日 総　 額　 制　 限　 額 銀 行 預 金 等 の 非 課 税 限 度 額

明 治　 8 年　 5 月　 2 日 5 0 0 円

1 4 年 1 月　 1 日 （制 限撤 廃 ）

2 4 年 1 月　 1 日 5 0 0 円

3 8 年　 7 月　 1 日 1 ， 0 0 0 円

大 正　 9 年 1 0 月 1 日 2 ， 0 0 0 円

昭 和 1 6 年　 7 月 1 日 3 ． 0 0 0 円
（銀 行 預 金 ） 3 ， 0 0 0 円

（銀 行 貯 蓄 預 金 ） 5 ， 0 0 0 円

1 7 年　 4 月　 1 日 5 ． 0 0 0 円

1 0 ， 0 0 0 円

7 ． 0 0 0 円

2 0 年 4 月

2 1 年 8 月 2 6 日

2 2 年 9 月

1 0 ， 0 0 0 円

3 0 ． 0 0 0 円

2 2 年 1 2 月　 1 日 3 0 ． 0 0 0 円

1 0 0 ， 0 0 0 円

2 0 0 ， 0 0 0 円

2 7 年　 4 月　 1 日 1 0 0 ． 0 0 0 円

3 0 年 6 月 7 日

3 2 年 4 月

2 0 0 ， 0 0 0 円

3 0 0 ． 0 0 0 円3 2 年 1 2 月　 1 日 3 0 0 ， 0 0 0 円

3 7 年　 4 月　 1 日 5 0 0 ， 0 0 0 円 5 0 0 ． 0 0 0 円

4 0 年　 4 月　 1 日 1 ， 0 0 0 ． 0 0 0 円 1 ， 0 0 0 ． 0 0 0 円

4 7 年 1 月　 1 日 1 ． 5 0 0 ． 0 0 0 円 1 ． 5 0 0 ， 0 0 0 円

4 8 年 1 2 月 1 5 日 3 ． 0 0 0 ， 0 0 0 円 3 ． 0 0 0 ． 0 0 0 円

6 3 年　 4 月　 1 日
（課 税 ）　 5 ． 0 0 0 ， 0 0 0 円

（高 齢者 等 に限 り 3 ， 0 0 0 ． 0 0 0 円 非 課税）
（高 齢 者等 に 限 り　 3 ， 0 0 0 ， 0 0 0 円　 非 課税 ）

平 成　 2 年 1 月　 1 日
（課 税 ）　 7 ． 0 0 0 ． 0 0 0 円

（高 齢者 等 に限 り 3 ， 0 0 0 ． 0 0 0 円 非 課税 ）

3 年 1 1 月　 5 日
（課 税 ） 1 0 ． 0 0 0 ． 0 0 0 円

（台 齢者 等 に限 り 3 0 0 0 0 0 0 円 非 課税 ）

6 年　 1 月　 1 日
（課 税 ） 1 0 ． 0 0 0 ， 0 0 0 円

（高 齢 者等 に限 り 3 ， 5 0 0 ． 0 0 0 円 非 課税 ）
（高 齢 者等 に 限 り　 3 ， 5 0 0 ． 0 0 0 円　 非課 税 ）



郵便貯金限度額引上げの時の預貯金の推移

預貯金残高

単位：兆円 昭和 63 年 4 月 1 日

6 0 0

5 0 0

4 0 0

3 0 0

2 0 0

1 0 0

H 2 年 1 月 1 日 H3 年 11 月 5 日

♂♂♂♂昏♂♂♂浄♂♂♂轡 ♂♂轡 ♂♂轡 ♂♂♂
注1 ：国内銀行とは都銀、地銀、地銀Ⅱ、信託、長信銀。（銀行本体の設立根拠が国内法に準拠 している銀行（日本銀行および政府関係機関を除く。））

注2 ：国内銀行及び郵貯の計数は月末の残高。なお、国内銀行の海外支店分の勘定は除いている。

（ 出典）国内銀行は「国内銀行の資産・負債等（銀行勘定）」（日本銀行）、郵貯は「郵政統計年報 為替貯金編」（郵政省）。

金

限度抵 引上 げ　　　　　　　　　　 限度故引上 げ　　　　　　　　　　　 限度菰 引上 げ

300 万 円 50 0 万円　　　　　　　　 500 万円 70 0 万 円　　　　　　　　　　 700 万円 10 0 0 万 円

国内銀 行総預

＞
郵貯 総貯 金
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定額一定期貯金金額段階別保有状況（抽出調査による）

金額 段 階 人数 金菰

・ 0 万円超 ～ 100 万円以下 4 1．4 ％ 6 ．6 ％

1 00 万円超 ～ 200 万円以下 1 5 ．5％ 8 ．7 ％

2 00 万円超 ～ 30 0 万円以下 1 0 ．4 ％ 1 0 ．0％

3 0 0 万円超 ～ 400 万円以下 8 ．4 ％ 1 1 ．0％

4 0 0 万円超 ～ 50 0 万円以下 5 ．6 ％ 9 ．6％

5 00 万円超 ～ 600 万円以下 4 ．4 ％ 9 ．2％

6 00 万円超 ～ 700 万円以下 3 ．7 ％ 9 ．1％

7 00 万円超 ～ 800 万円以下 3 ．1％ 8 ．7 ％

8 00 万円超 ～ 900 万円以下 2 ．8 ％ 8 ．8 ％

9 00 万円超 ～ 4 ．7 ％ 1 8 ．3 ％

1 0 0 ．0 ％ 1 0 0 ．0 ％

注1 現在の限度額管理システムにおいては、名寄せした結果、制限額を超過 した預金者情
報のみを提供しており、金額段階別計数を集計する仕組みになっていない。

注2 金額段階別集計を行うため、処理可能な範囲（平成 1 3 年 5 月 1 4 日から1 8 日の
間に預入のあった預金者 9 4 万 3 千人を対象）で集計を行った。

9 ．



民間金融機関の預金者別の預金状況 （2004年3月末）

口座数計

法人

個人

公金

金融機関

合計

3 ．7 7 2．6 2 8 ．9％

9 ．2 2 9 ．3 7 0 ．8 ％

1 4 ．9 0 ．1％

1 6 ．5 0 ．1％

1 3 ．0 3 3 ．3 1 0 0 ．0％

1 6 ，1 3 5 ．4 4 ．3％

3 5 8 ，3 8 8 ．8 9 5 ．6％

2 7 8 ．6 0 ．1％

6 7 ．6 0 ．0 ％

3 7 4 ，8 7 0 ．4 1 0 0 ．0％

1 0 ，5 9 1 ．2 1 ．6 ％

6 4 5 ．8 9 5 ．5 9 8 ．3 9右

2 3 6 ．6 0 ．0％

2 3 4 ．2 0 ．0％

6 5 6 ，9 5 7 ．5 1 0 0 ．0 ％

3 0 ．4 9 9 ．2

1 ，0 1 3 ．5 1 3 ．6

5 3 0 ．1

3 1臥 3

1 ．0 4 4 ，8 6 1 ．2 1 0

（ 注）預金者 ごとの名寄せは行っていない。

（ 出所）日本銀行「金融経済統計月報」

（ 備考）銀行・信金の合計
一口

（ 単位 ：億円、手口）

口座 数 計

2 8 ，4 4 8 ．3 9 3 ．3％

2 ，0 5 0 ．9 6 ．7％

3 0 ，4 9 9 ．2 1 0 0 ．0％

1 ．0 0 7．0 5 2 ．3 9 9．4％

6 ，4 6 1．3 0 ．6％

1 ，0 1 3 ，5 13 ．6 1 0 0 ．0 ％

4 5 4 ．9 8 5 ．8％

7 5 ．2 1 4．2％

5 3 0 ．1 10 0 ．0 ％

2 8 2 ．8 8 8 ．8％

3 5 ．5 1 1．2％

3 1 8 ．3 1 0 0 ．0％

1 ，0 3 6 ，2 3 8 ．3 9 9 ．2 ％

8 ．6 2 2 ．9 0 ．8％

1 ．0 4 4 ．8 6 1 ．2 1 0 0 ．0 ％

当 座 預 金 普 通 預 金 そ の 他 の 預 金 計

1千 万 円 未 満 2 5 ，4 1 1　 8．1％ 9 4 ，3 1 4　　 1 1．9％ 1 0 1，9 5 7　 1 6 ．6％ 2 2 1，6 8 2　　 12 ．9％

法　 人　 1千 万 円以 上 2 9 0 ，0 12　　 9 1．9％ 6 9 7 ，g 3 8　　 8 8．1％ 5 1 1，4 7 4　　 8 3 ．4 ％ 1，4 9 9 ．4 2 4　　 8 7 ．1％

合　 計 3 1 5 ．4 2 3　 1 0 0 ．0 9も 7 9 2 ．2 5 2　 1 0 0．0 ％ 6 1 3．4 3 1　 10 0 ．0％ 1，7 2 1 ．1 0 6　 1 0 0 ．0 ％

1千 万 円未 満 3 ．2 6 3　　 6 1 ．2％ 1，0 5 8 ．6 0 2　　 6 9 ．3 9も 2 ．0 3 3．4 5 8　　 7 8 ．6％ 3 ，0 9 5 ，3 2 3　　 7 5．1％

個　 人　 1千 万 円 以上 2 ，0 7 3　　 3 8 ．8％ 4 6 8 ，3 9 6　　 3 0 ．7％ 5 5 4，5 6 2　　 2 1 ．4％ 1．0 2 5 ，0 3 1　　 2 4．9％

合　 計 5 ，3 3 6　 1 0 0 ．0％ 1 ．5 2 6，9 9 8　 10 0 ．0％ 乙 5 8 8－0 2 0　 1 0 0 ．0％ 4，1 2 0 ．3 5 4　 10 0 ．0％

1千 万 円未 満 3 6　　 2 ．2％ 9 0 2　　 1 ．0％ 1 ．3 9 3　　　 0 ．9％ 2 ．3 3 1　　 1．0％

公　 金　 1千 万 円 以上 1．6 3 0　　 9 7．8％ 9 2．0 7 3　　 9 9 ．0％ 14 5 ，7 6 7　　 9 9 ．1％ 2 3 9 ，4 7 0　　 9 9 ．0％

合　 計 1．6 6 6　 1 0 0 ．0 ％ 9 乙 9 7 5　 1 0 0 ．0％ 14 7 ，1 6 0　 1 0 0 ．0％ 2 4 1，8 0 1　 1 0 0 ．0％

1千 万 円 未 満 8 7　　 0 ．6％ 5 6 8　　 1．1％ 9 7 9　　 1．5％ 1．6 3 4　　 1．3％

金 融 機 関 1千 万 円 以 上 1 3 ．8 4 1　 9 9 ．4％ 5 1 ．1 5 2　　 9 8 ．9％ 6 2 ．9 13　　 9 8．5％ 12－7，9 0 6　　 9 8．7％

合　 計 1 3 ，9 2 8　 10 0 ．0％ 5 1，7 2 0　 1 0 0 ．0％ 6 3 ，8 9 2　 1 0 0．0 ％ 12 9，5 4 0　 1 0 0．0％

1千 万 円 未 満 2 8 ，7 9 7　　 8 ．6％ 1．15 4 ，3 8 6　　 4 6．9％ 2 ．1 3 7，7 8 7　　 6 2 ．6％ 3 ，3 2 0 ．9 7 0　　 5 3．5％

全預金者計 1千 万 円以 上 3 0 7 ．5 5 6　　 9 1 ．4％ 1．3 0 9 ．5 5 9　　 5 3 ．1％ 1，2 7 4 ．7 1 6　　 3 7 ．4％ 2 －8 9 1 ．8 3 1　　 4 6．5 ％

合　 計 3 3 6 ．3 5 3　 1 0 0 ．0％ 2，4 6 3 ．9 4 5　 1 0 0．0 ％ 3 ，4 1 2．5 0 3　 10 0 ．0％ 6．2 1 2 ，8 0 1　 1 0 0．0 ％
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預金保険制度の概要
弓蜃金等の保護範匪lについて

平成 14 年 4 月～17 年 3 月 平成 17 年 4 月 ～

萎

富
野
m

当座預金

普通預金

別段預金

定期預金 、

定期積・金 、

ビッグ、ワイド等

合算して元本 1，0 00 万円までとその利息等（注 3）を保護

慧

対
象
外
籠
骨
耶

外貨預已金 、

害裏渡性預金 、

ヒット等

保護対象外

（ 注1）平成8年6月から14年3月までは、金融機関の全ての預金等負債を全額保護。

（ 注2）「無利息、要求払い、決済サービス提供可能」 という3条件を満たす預金。

（ 注3）定期積金の給付補てん金、金島引言託における収益の分配のうち一定の条件を満たすもの等

も利息と同様に保護。

（ 注4）預金保険機構（一般勘定）の欠損金は、平成15年度末で約3．5兆円。

1 2



保有契約件数 ⊥保有保険金薩シェアの推移

【 保有契約件数（個人保険）シェアの推移】

9 ．4

9 ．2

8 ．9

8 ．7

8 ．8

1 0

1 1

1 2

1 3

1 4

注1

2

8 ．7

8 ．7

8 ．6

8 ．5

7 ．258 万件 1，700 万件

財形は除く。

農協は、養老生命共済、終身共済、長期定期生命共済、

定額定期生命共済、がん共済の合計である。

1 1，018 万件

1 0

1 1

1 2

1 3

1 4

【 保有保険金籠（個人保険）シェアの推移】

1 2 ．8

1 2 ．7

1 2 ．6

1 2 ．6

1 2 ．9

1 3 ，3

1 3 ．5

1 3 ．7

1 3 ．9

1 4 ．1

％0％

1 94 兆円

2 0 ％

■l簡保 ［：コ JA 共済 囲 民保

1 3

T
4 0 ％ 6 0 ％

2 30 兆円

8 0 ％ 1 0 0 ％

1 ，210 兆 円

ト

8．5 5済

0％　　　　 20％ 40％

T　 60％　 8；％ T lO



簡易保険・民間生保・ J A 共済の総資産の推移

【 総資産砥】

5 0 10 0 15 0 2 0 0 2 5 0 3 0 0 3 畠0 4 0 0

虔

度

度

度

度

度

度

年

年

年

年

年

年

年

〈
U

5

▲U

「
つ

0

5

（
U

3

3

4

4

「
8

【
h
）

（
り

和己

度

度

度

度

度

度

度

度

度

虔

度

度

度

度

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

年

元

2

3

4

5

6

7

8

9

10

‖

12

13

14

成平

簡易保険 民間生保 J A

【 総資産シェア】

）0％ 2 5％ 5 0触 7 5％ 10 0％

昭和30年度

3 5年度

4 0年度

4 5年度

5 0年度

5 5年度

6 0年度

5 年度

6 年度

7 年度

8 年度

9 年度

1 0 年度

1 1 年度

1 2 年度

1 3 年度一

1 4 年度

4 1．3 1 ．5

4 7 ．2

5 7 ．5 1 0 ，2

背嚢匪遜 6 0 ．2 1 3 ．5

淵匹二頑艶 5 6 ．1 1 4 ．1

敵■釘滞 6 2 ．8 9 ．2

勝変頚持 6 1 ．6 9 ．2

績紺 醸 5 5 ．4 1 0 ．4

績胚転項群撫 5 4 ．5 1 0 ．6

簡易保険 民間生保 J A

（ 注） 簡易保険の平成2年度以前は、保険勘定と年金勘定の合凱 民間生保の昭和5 5 年以前は、内国会社のみの数値。
資料 ： 民保は「生命保険事業概況」（生命保険協会）、J A 共済は「J A 共済事業統計」（全国共済農業協同組合連合会）により作成。

1 4

ぎ
乏

l

l

円

昭和 5 0年以前 の総資産　 （単位 ：億 円）

簡保　　 民保　　 J A

昭和 30年度　 2．66 8　 1，9 29　　　 6 8

35年度　 7．4 62　　 7，52 8　　 95 0

40年度 12，59 1　 22．4 3 1　 3．9 80

竪 2叫 45年度　 25．57 7　 58，5 48　 13．115

50 年度　 6 8．3 98 12 8．930　 3 2，3 33

蹴 l 54・2 11ヰ
l

l

l20・91

4・7 l

讃 葺萱翳 －17・3　 1叫

額 廼 欝 13 1．6　　 l19・5

58・8 l　 14 3・2

6 6・7 ≒．l　 156・0　　 】22・6

75．7
‾l　　 169・－　　　 l

8 4．2
l　　 178・O　　　　 t 26・6 l

94．2　　 t　　　 18 7・5　　　 l 28・7 l

10 0・8　 ．＿一l　　 188・7　　　 l 3 0・6 l

10 7・5　 l　　　 190・1 32・5 l

－13・2　 ＿‾、l　　　 191・8 3 4・5 l

117．3 190．0
35・6 l

Ⅷ 弓22．6淵 監 l　　 19－・7　　　 l 3 7・3

嶺 鷲 酷 琴 芝贈 損 陰 l　　 184・4　　　 l 39・1

125．7遠戚 監l　　　 1 79・8 40．9

献 萱2．3　 l　　　 弘 7 13．0

紅 白　 l　　　 57・3 11．9

鄭 重j 鄭 60．4 9．2

訂二‾‾萱顎 無 l　　　 59・1 9．4

和 迩 j瀞 57．7 9．7

朝 鮮 垂二4　 l　　　 56・6 9，9

3訂 2　 l　　　 52 ・6 1 1．2

3‾6．‾＿重職 51．9 1 1．8



簡易保険の種類別新契約保険金額の推移

1 5

年 度 別 終 身保険 定期保 険 養老保 険 家族保険 財形貯蓄保 険 その他 合計

平成 6 年度 1兆 7 ，46 5億 円 1兆 1 ．50 7億 円 17兆 4，89 6億 円 11 6億 円 88 3億 円 7，61 2億 円 21 兆2 ，4 7 8億 円

7 2 兆 1．02 1億 円 4 ，61 3億 円 18兆 9．47 0億 円 12 0億 円 66 2億 円 6，31 9億 円 22 兆 2．20 5億 円

8 1兆4 ，71 6億 円 2 ．63 8億 円 19兆 4 ．47 1億 円 64億 円 1，07 6億 円 4，87 7億 円 2 1兆 7，84 3億 円

9 1兆 2．73 6億 円 1，60 1億 円 17 兆 1，56 3億 円 72億 円 55 5億 円 3 ，89 4億 円 19兆　 42 2億 円

10 1兆 5，59 8億 円 1．70 7億 円 16兆 2，94 8億 円 71億 円 98 1億 円 3 ，65 6億 円 18兆 4 ，96 1億 円

11 1兆　 46 5億 円 2，18 2億 円 14兆　 52 9億円 58億 円 2，10 6億 円 2 ，67 8億 円 15 兆8 ．0 1 7億 円

12 2兆 1 ，82 6億 円 1 ．38 2億 円 12兆 5，14 1億円 45億 円 3 10億 円 2 ，30 7億 円 15 兆 1，01 0億 円

13 1兆 7 ．43 5億 円 58 0億 円 12 兆9，22 7億 円 25億 円 22 4億 円 1．79 9億 円 14 兆 9，29 0億 円

14 1兆4 ，74 5億 円 33 4億 円 11兆9，85 1億 円 29億 円 46億 円 1，37 1億 円 13兆 6，37 6億 円

15 1兆 2．64 0億 円 29 7億 円 9 兆 6，03 6億 円 27億 円 16億 円 1，0 65億 円 11兆　 82億 円



資金量の見通 し（中期経営計画）

○第一期中期経営計画期間中は、満期を迎える契約が多く支出が増加する一方、保有契約の減少により収入

は減少 し、資金量は減少する見通 し

（ 兆円）

1 3 0

1 2 5

1 2 0

1 1 5

1 1 0

1 0 5

1 0 0

1 2年度末 13年度末 ・ 14年度末 15年度末 16年度末 17年度末 18年度末
注：1 平成 1 2 ～ 1 5 年度末は実績値（中期経営計画策定時における 1 5 年度未見込値は 1 1 9 兆円）。

2 平成 1 6 年度以降は、平成 1 4 年度以降の新契約に、一定の条件を置いて試算。

1 6

1 2 5　　 1 2 4　　　　　　 ，⊥ ⊥【ム▼山 王．＿

1 2 1
● I 一 ● 1 1 8

L † 糊 杜 占 引 i野 策 定 、 過 し」

1 1 9　 試 算

子

■ 書I ●

● ● ●●
1 1 6

1 1 4

■

●一 ■

T



簡易保険の加入限度額

○保険 ：原則として 1 ， 0 0 0 万円（一定の条件の下で、 1 ， 3 0 0 万円）

○年金保険 ：初年度年額 9 0 万円

○特約 ：災害特約及び介護特約 1 ，0 0 0 万円、入院保障の特約 1 ， 0 0 0 万円

1 ， 0 0 0 万 円

l

l

l

1

1

1

1 ， 3 0 0 万 円

0 0 0 万 円

7 0 0 万 円
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5 0 0 万円

特定養老保険に加入する場合

55

～
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0 0 万 円

定期保険・特別
養老保険に55歳

以上で加入す る

場合

5 6

0 歳 1 5 歳 2 0 歳 5 5 歳

注1 ：20歳以上55歳以下の者は、加入後4 年以上経過 した保険契約がある場合には、最高1．300万円まで加入できる。

2 ：特定養老保険に加入する場合は500万円まで、55歳以上の暑が、定期保険・特別養老保険に加入する場合は800万円までである。

1 7

7 0 歳



簡易保険の加入限度額の推移

○保 険 ○年金保険

注：財形貯蓄保険を除く。

！8

○特 約

年　 月 加 入 限 度 嶺 備　 考

大 正　 5 ． 1 0

円

2 5 0

特 別 養 老 の み

定 期 の み

定 期 ・特 別 養 老 の み

一 定 の 条 件 の 下 に

1 1 ．　　 9 3 5 0

1 5 ．　　 5 4 5 0

昭 和 1 3 ． 1 0 7 0 0

1 7 ．　　 4 1 ， 0 0 0

1 9 ．　 4 2 ． 0 0 0

2 1 ． 1 0 5 ， 0 0 0

2 3 ． 1

2 4 ． 6

2 5 ， 0 0 0

万 円

5

2 7 ．　　 6 8

2 9 ．　　 4 1 5

3 2 ．　　 4 2 0

3 3 ．　　 4 2 5

3 6 ．　　 4 3 0

3 7 ．　　 4 5 0

3 9 ．　 4 1 0 0

4 2 ．　　 7 1 5 0

4 3 ．　　 4 1 5 0

4 4 ．　　 6 2 0 0

4 7 ．　　 5 3 0 0

4 9 ． 1 0 5 0 0

5 0 ．　　 4 5 0 0

5 0 ． 1 2 8 0 0

5 2 ．　　 9 1 ， 0 0 0

6 1 ．　　 9 1 ， 3 0 0

年　 月 加 入 限 度 額 備　 考

大 正 1 5 ． 1 0

円

2 ， 4 0 0

新 郵 便 年 金 実 施

昭 和 1 8 ．　 4 3 ， 6 0 0

2 1 ． 1 0 6 ， 0 0 0

2 3 ． 1

2 4 ， 6

、・－2 4 ， 0 0 0

万 円

1 2

3 0 ．　　 6 2 4

5 6 ．　　 9 7 2

平 成　 3 ．　 7 9 0

年　 月 利　 用　 枠 備　 考

昭 和 4 4 ．　 9

万 円

2 0 0 傷 害 特 約 創 設

疾 病 傷 害 特 約 創 設

4 7 ．　　 5 3 0 0

4 9 ．　 1 ／／

4 9 ． 1 0 5 0 0 定 期 保 険 に 付 加 した と き の み

定 期 保 険 ・特 別 養 老 保 険 に 付

加 した と き の み

基 本 保 険 金 薇 の 限 度 額 と分 離

5 0 ．　 4 5 0 0

5 0 ． 1 2

5 2 ． 9

8 0 0

1 ， 0 0 0

6 1 ．　　 9 J／

6 3 ．　　 9 ／／
介 護 特 約 創 設

平 成　 元 ．　 9 ／／
年 金 特 約 創 設

5 ．　 4 2 ， 0 0 0
災 害 死 亡 等 の 特 約

1 ， 0 0 0 万 円

入 院 保 障 の 特 約

1 ． 0 0 0 万 円



簡易保険保険金額段階別加入状況 注1

注1 平成16年 3 月31日時点のマスターファイルを用いて全契約を対象とする集計調査を行ったもの。

注2 簡易保険の加入限度額は原則 1 千万円であるが、一定条件の下で1300万円まで加入可能とされて
いる（簡保法20条②及び簡保法施行令 2条）。

1 9 、

保 険金 額 段 階 被保 険者 数
被 保 険 者 割 合

累計 割合

100万 円未満 1，067千人 2．5％ 2．5％

10 0万 円以上～　　 200万 円未満 8，73 6千人 20．2％ 22．7％

20 0万 円以上～　　 300万 円未満 8，65 0千人 20．0％ 42．7％

30 0万 円以上～　　 400万 円未満 5，996千人 13．9％ 56／6％

400万 円以上～　　 500万 円未満 乙832千人 6．6％ 63．1％

500万 円以上～　　 600万円未満 5，614千人 13．0％ 76．1％

600万円以上～　　 700万円未満 1，94 5千人 4．5％ 80．6％

700万円以上～　　 800万円未満 1，823千人 4．2％ 84．8％

800万 円以上～　　 900万円未満 1，184千人 2．7％ 87．6％

90 0万 円以上～　 1000万円以下 4，06 0千人 9．4％ 97．0％

10 00万 円超 注2 1，314千人 3．0％ 100．0％

合　　　　 計 43，22 1千人 100．0％



生命保険契約者保護機構について

［亡二重垂麺 亘］
「 保険契約者保護機構」は、万一保険会社が破綻 した場合に、破綻保険会社から救済保険会社への保険契約の移転等（移転、合併、株

式取得）における資金援助、または救済保険会社が現れない場合における保険契約の引受け等を行うことにより、保険契約者等の保護を

図ることを目的 としている。

2 ．設立の状況

・ 保険業法に基づき金融再生委員会及び大蔵大臣がその設立を認可する法人として、平成10年12月 1 日に設立 一発足。国内で営業を行う

全ての保険会社が加入を義務付けられている。

・ なお、平成15年 6 月施行の保険業法一部改正により、平成15年 4 月 1 日から平成18年 3 月末までの破綻に対応するための5．000億円を財

源とする新たなセーフティーネットを再構築した。

匡コ麺車重］
（ 1 ）補償対象となる保険契約

・ 全保険契約（個人保険、個人年金、団体保険、団体年金）

（ 2 ）補償限度

・ 責任準備金（将来における保険金等の支払いのために積み立てられているべき準備金）の 9 0 ％までを補償。

（ 注）破綻処理の際には、予定利率の引き下げ等により契約条件が変更されることがある。

4 ．機構の財源 （負担金及び借入金）

・ 機構の財源は、保険会社からの負担金により賄われている。

・ 負担金は事前拠出により積み立てるが、積立金を上回る支払いが行われる場合には、機構の借入金で対応。ただし、保険会社の負担能

力を超えて機構の借入れが無制限に行われることがないよう、機構の借入金について限度額を設定している。

［借入限度額］ 9 ， 6 0 0 億円（当分の間）

匝二重車重垂］
・ 平成18年 3 月末までに破綻 した生命保険会社の破綻処理に係る業務に要した費用について、生命保険各社の負担金のみで賄いきれない

場合には、生命保険契約者保護機構に対し、当該費用の全部又は一部について国庫からの補助が可能となっている。

Ⅰ借入金については、政府保証を付す。

2〔 ）



6 ．生命保険契約者保護機構の破綻処理の流れ

●救済保険会社が現れた場合（資金援助）

破綻生命

保険会社

保険契約

の移転など

生命保険

契約者など 保険金など
の支払

生命保険契約

者保護機構

資金信助

の申込

救済保険

会社

安貞窮勤

●救済保険会社が現れない場合（保険契約の引受）

破綻生命

保険会社

生命保険

契約者など

2こ】

榔艮
生命保険契約

者保護機構

保険金などの

支払



民間生保のセーフティネット

○生命保険契約者保護機構の借入限度額は5 ，0 0 0億円。借入金及び利子について政府が債務保証枠を確保。

○民間生保業界の負担親は1，0 0 0億円。

0 1，0 0 0億円を超える部分については、平成1 8年3 月末までの破綻を対象に、4 ，0 0 0億円を限度に国が補助金を交

付することが可能。（いわゆる公的資金枠）。

政府 の 債 務 保 証

※これまでの業界負担（平成1 5年3月末まで）

政府 の 債 務 保 証

5 ，6 0 0億円

0 億円

9 ．60 0億円

負担

国が補助金を交付することが可能

（ いわゆる公的資金枠）

平成 15 年3月末までの民間生保の破綻は国が対応。

約3，663 億円 約1，450 億円 約267 憶円

東邦生命 第古生命 大正生命

約5，380 億円
2 2

※協栄生命、千代田生命、東京生命は、生命保険

契約者保護機構に資金援助を求めなかった。

0　　　　　　　　 1 ，0 0 0 億 円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 5 ・0 0

民 間 生 保 業 界 が 負 担
国 が 補 助 金 を 交 付 す ることが 可 能

平成 18年3 月末までの民間生保の破綻については、国が対応。



4 －（1 ）移行期における郵便貯金会社・郵便保険会社の業務範囲（移行期当初の業務範囲及びその段階的拡大の仕組み）

◎貸付等の段階的拡大をどうするか

2 3

基 本方針
考 え方

有識者 の意 見

A 案 B 案

1 ．基本 的視 点

（1 ）経 営の 自由度の拡 大

（移行期 当初の業務範囲）

○ 移 行期間 中 に、 イコー ル ○　 民営化 され 、移 行期 当初

・民営化 した後、イ コール フ フッテ ィングの度 合 いや国 か ら民間企 業 と同様 に納

ッテ ィ ングの度 合 いや国 の の関与 のあ り方等 を勘案 し 税 義務 やセ ー フテ ィー ネ

関与 の あ り方 等 を勘 案 しつ つつ業 務範 囲 を段 階的 に拡 ツ トの負担 を負 う こと と

つ 、郵政 公社 法 に よる業 務 大す るよう、2007 年 4 月ス の「コインの表裏 」と して、

内容 、経 営権 に対す る制 限 ター ト時点の 業務 範囲 は、 －2007 年 4 月スター ト時点

を緩和す る。 基本的 には、同年 3 月末の の業務範囲は、同年 3 月末

ー最 終 的 な 民営 化 に お いて 公社 の業務範 囲 と同様 と し の公 社 の業務 範囲 よ りあ

は、 民間企 業 と して 自由な

経営 を可 能 とす る。

4 ．移行期 ・準 備期の あ り方

（1 ）移行 期の あ り方

ては ど うか。

○ 一方 、民営 化 され 、移行

期 当初か ら民間企業 と同様

る程 度拡 げた と ころか ら

スター トさせては どうか。

○ 一方、政府出資等、由の

（ウ）郵 便 貯 金 及 び郵 便 保 険 に納 税義務 やセー フテ ィー 関与が残 り、イ コー ルフ ツ

事 業の経 営 ネ ッ トの 負 担 を負 う一 方 テ ィングが完 全 で ない 中

・民間金融機 関への影響、追 で、業務範 囲が公社 と同様 での業務範囲の拡大は、民

加 的 な国民 負担 の回避 、 国 のまま とい うこ とを どう考 業圧 迫 とな る おそれ は な

債 市場 への影 響 を考慮 した

適 切 な資産 運■用 を行 うが 、

民有民営化 の進展 に対応 し、

えるか 。 いか。

○ また 、ある程度業務範 囲



厳密な ALM（資産負債総合管

理）の下で貸付等も段階的

に拡大できるようにする。

（ エ）イコールフッテ ィング

の確保

・ 新会社は、移行期当初から

民間企業と同様の法的枠組

みに定め られた業務 を行

い、政府保証の廃止、納税

義務、預金保険機構ないし

生命保険契約者保護機構へ

の加入等の義務を負う。

（ オ）移行期の終了

・ 移行期は遅くとも 2 0 1 7

年3 月末までに終了する。

・ 郵便貯金会社及び郵便保険

・ 会社は、遅 くとも上記の期

限までに最終的な枠組みに

移行するものとす る。その

ため、移行期における両社

のあり方については、銀行

法、保険業法等の特例法を

時限立法で制定し、対応す

ることとする。

6 ．推進体制の整備

（ イ）民営化後、郵政民営化

を拡大するとして、2007

年4 月に新たにいかなる

業務を認めるか。スター ト

時点から拡大しておくの

ではなく、監視組織による

公正、透明なチェックを経

た上で業務範囲の拡大を

図るべきではないか。

（ 業務範囲の段階的拡大）

0 2 0 0 7 年 4 月スター ト

時点に認めない業務の取り

扱いを認可事項とし、民有

民営化の進捗状況に応 じ、

監視組織の判断に基づく認

可によって業務範囲の段階

的拡大を行うこととしては

どうか。

○業務範囲拡大に係る判断

の客観性・透明性を担保す

るため、何 らかの基準が必

要と考えられるが、時々の

状況に即応できるよう、法

令において大枠を示 した上

で、具体的基準はガイ ドラ

インで定めることとしては

○認可等の事前チェック

型法規制は限度額等、最小

限に抑える一方、2 0 0 7

年4 月に付与する免許に

3 月末までの公社の業務

範囲内との条件を付し、ノ

ウハウ・人材等新規業務の

遂行体制を構築すれば、順

次免許条件緩和によって

業務範囲の段階的拡大を

行うこととしてはどうか。

○一方、業務遂行能力のチ

ェックは免許条件緩和の

際の金融監督当局による

審査で対応し得るとして

も、別途、民業圧迫の観点
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推進本部の下に、有識者か

ら成る監視組織 を設置す

る。監視組織は、民営化後 3

年ごとに、国際的な金融市

場の動向等を見極めながら

民営化の進捗状況や経営形

態のあ り方 を レビューす

る。また、許認可を含む経

営上の重要事項について意

見を述べる。監視組織の意

見に基づき本部長は所要の

措置をとるものとする。

どうか。

○一方、政府出資等国の関

与はあるものの、民営化さ

れ、納税義務やセーフティ

ーネッ トの負担も負う郵便

貯金会社・郵便保険会社に

ついては、認可等の事前チ

ェック型の法規制は最小限

に抑えるべきではないか。

から監視組織のチェック

が必要ではないか。
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銀行と郵便貯金の業務比較

●固有業務（銀行法第 10 条 1 項）

①預金又は定期積金等の受入れ 郵便貯金の受入れ （郵便貯金法第 7条）

（ ①通常貯金、②定積貯金、③定砥貯金、④積立貯金、⑤住宅梼立貯金、⑥

教育積立貯金）

郵貯は、外貨写真金、譲渡性預金等、郵便貯

金法に基づく貯金 （左の 6 種）以外は不可

②資金の貸付け又は手形の割引 ・ 預金者に対する貸付け（公社法第 41 条第 1号、郵便貯金法策 84 条）

・ 国債等担保貸付け（公社法第 41条第 3号、日本郵政公社による国債等の募

集の取扱いに関する法律第3 条第 6 号、第 12 条）

・ 資金運用として、地方公共団体に対する貸付け（公社法第 41 条第 2号、郵便

貯金法第 69 条）、コール資金の貸付け（公社法第 41条第 9 号の 2）、郵便事業

への長期・短期の資金融通 （公社法第 41条 11．12 号）を行える

・ 郵貯は左以外の貸付けはすべて不可

・ 郵貯は手形の割引は不可

③為替取引 郵便為替（郵便為替法第 7 条）及び国際郵便為替（郵便為替法第 6 条）

郵便振替 （郵便振替法第7 条）及び国際郵便振替（郵便振替法第 6 条）

概ね同様の業務を実施

●付随業務 （銀行法第 10 条 2 項）

（ む 債務の保証又は手形の引受け 不可

②有価証券の売買又は有価証券店頭デリバティブ取引等（投

資目的等に限る）

資金運用として、債券の売買、債券先物及び債券オプション取引を行える

（ 公社法第41 条第4 号イ～ヌ及び第 7号）

・ 郵貯は株式等、左以外の有価証券の資金運

用は不可。政令で債券の範囲に制限あり（社

債の発行会社の純資産醸等）

・ 郵貯は顧客か らの注文を受けて行 う売買

は、すべて不可

（ 卦 有価証券の貸付け 資金運用として、債券貸付を行える（公社法貨 41条第 6 号） 郵貯は政令で貸付先を証券会社等に限定

喀）国債等の引受け又はその募集の取扱い 国債等の募集の取扱い

（ 日本郵政公社による国債等の募集の取扱い等に関する法律第 3 条第 1号）

概ね同様の業務を実施

⑤金銭債権の取得又は譲渡 資金運用として、CD・CP の取得等（公社法第4 1条第 4 号ル及びヲ並びに第 5

号）を行える

郵貯は抵当証券等、左以外の金銭債権の取得

等は不可

（ 9 －2 SPC が発行する特定社債の引受け又はその募集の取扱

い

資金運用として、特定社債の売買を行える

（ 公社法第 41 条第4 号 ト）

・ 郵貯は政令で資金運用としての特定社債の

範囲を限定

・ 郵貯は引受け・募集の取扱いは不可

⑤－3 短期社債等の取得又は譲渡 資金運用として、短期社債の売買を行える

（ 公社法第4 1条 4 号へ）

郵貯は政令で社債の範囲に制限あり（社債発

行会社の純資産額等）

（ 参 有価証券の私募の取扱い 不可

⑦社債等の募集又は管理の受託 不可

⑧銀行等の代理業務 教育資金貸付けの申込みの受理等（公社法第 19条第 2 項第 12号、第 13 号） 郵貯は左以外の銀行等の代理業務は不可

⑨国、地方公共団体、会社等の金銭の収納その他金銭lこ係る

事務の取扱い

国庫金の取扱い（公社法第 19 条第 7 号、公社法第 19 条第 2 項第 g 号）

共済年金の支払い（公社法第 19 条第 2 項第 10 号）、国債等元利金の支払い

（ 日本郵政公社による国債等の募集の取扱いに関する法律第 3 条第 4 号）

A T M 提携（公社法第 19 条第 2項第 14号、郵便貯金及び預金等の受払事務

郵貯は左以外の事務の取 り扱いは不可
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注：銀行は、投資目的以外の既発債売買（ディーリング業務）（証券取引法第 85 条第2 項第 1 号〉、投資信託の販売（証券取引法第 65 条第 2 項第 4 号）等の業務ができる。

※郵貯は、周知宣伝施設（メル／くルク等〉の設置・運営が可能（銀行は不可）
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の委託及び受託に関する法律第 4条）

・郵便振替業務 として地方公共団体の公金収納事務等を実施
⑯ 有価証券、宝石、貴金属その他の物品の保護預り 国債等の証券の保護預 り 郵貯は宝石 ・貴金属等、左以外の保護預 りは

（日本郵政公社による国債等の募集の取扱いに関する法律第 3 条第 2号） 不可
⑩－2 振替業 （社債等の振替に関する法律第 2 条第 4 項） 振替業に係る取扱い（日本郵政公社による国債等の募集の取扱いに関する法律

第 3 条第 3号及び第 9 条第 2号）

概ね同様の業務を実施

旬）両替 外貨両替 ・旅行小切手の売買

（日本郵政公社による外国通貨の両替及び旅行小切手の売買に関する法律第

2 条）

郵貯は邦貨の両替は不可

⑫ 金融先物取引等 不可
⑬ 金融先物取引等の受託 不可
⑯ 金融等デリ′くティブ取引 資金運用として、先物外国為替の売買及び通貨オプション取引（公社法案 8 号

及び第 9 号）

郵貯はスワップ取引等、左以外の取引は不可

⑯ 金融等デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理 不可
⑱ 有価証券店頭デリバティブ取引 不可

⑰ 有価証券店頭デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理 不可
● 他業証券業務 （銀行法第 11 条）（注）

証取法 65 条 2 項各号に掲げる有価証券等取引について同項 国債等を取得 した者等かち請求があった時の国債等の買取 り 郵貯は左の業務及び付随業務④以外の業務

各号に定める業務 （日本郵政公社による国債等の募集の取扱いに関する法律第 3 条第 5 号、第

11 条）

は不可

● 法定他業 （銀 行法第 12 条）

・担保附社債信託法その他の法律によ り営む業務 ・宝くじの売りさばき等 （公社法第 19条第 2項第 11号〉 郵貯は左以外の業務は不可

・金融機関の信託業務の兼営等に関する法律による信託業務

・社債等登録法による社債等の登録義務

・当選金付証票法による宝くじに関する業務

・商品投資に係る事業の規制に関する法律に規定されている
業務

・特定債権等に係る事業の規制に関する法律に規定されてい
る業務

・確定拠出年金法による運営管理業務 等

・確定拠出年金運営管理業務 （公社法第 19 条第 2 項第 7、15 号）
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郵便貯金資金の運用対象（日本郵政公社法第4 1 条）

1 預金者に対する貸付け

2 地方公共団体に対する貸付け

3 国債等担保貸付け

4 国債 （債券先物を含む）

5 公庫債等

6 地方債

7 公団債等

8 金融債

9 社債

1 0 特定社債（A B S ）

1 1 政府保証債（5 ～10 除く）

1 2 外国債（債券先物を含む）

1 3 貸付信託の受益証券

1 4 国内CP

1 5 外国CP

1 6 金融橡関への預金

1 7 債券の貸付け

1 8 債券オプション

1 9 先物外国為替

2 0 通貨オプション

2 1 コール資金の貸付け

2 2 信託会社への信託（投資顧問業者との

投資一任契約含む）

2 3 郵便業務の用に供する施設の設置等に

必要な費用に充てるための資金融通

2 4 郵便業務に係る資金繰 りに充てるため

の資金融通
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1 司内銀行貸出残高と対GDP比の推移

ヨE 円

7 0 0

6 0 0

5 0 0

4 0 0

3 0 0

2 0 0

1 0 0

■－ ■匡l内銀 子テ貸出残高〔左 目盛〕
・・・・一●一 匡l内垂艮才子貸 出残 高の対 G D P 比〔右 目盛〕

9 2 ．0 9 2 ．8

8 4 ．0 8 5・3

7 1 ．6 7 4・1

8 9・4 8 8 ．5

4 2 2 4 2 8

1 0 3・0 1 0 1 、8

9 5 ．7 9 4 ．9 9 5 ．5

5 0 8 5 0 6 5 0 9 5 0 5 4 9 8

5 5 5 6 57 5 8 5 9 60 6 1 6 2 6 3 元 2 3 4

年度

7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5

％

1 2 0

1 0 0

8 0

6 0

4 0

2 0

（ 注1）国内銀行貸出残高は、都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、長期信用銀行、信託銀行の

貸出残高からオフショア勘定の貸出残高等を除く。

（ 注2）平成5年度から当座貸越が貸出残高に計上されている。

（ 出典）日本銀行「金融経済統計」、内閣府「需要項目別時系列表（93SNA）」
3 0
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国内銀行の貸出先（貸出先別貸出金）

（ 平成12年3月末 国内銀行）

中小企業向け

2 34．8兆円

（ 4 9 ．4 ％）

（ 法人向けの中の64．2％）

住宅資金向け

7 0．8兆円

（ 1 4 ．9 ％）

（ 個人向けの中の

7 3 ．7 ％）

その他
1 3．4兆円

（ 2 ．8 ％）

貸出金

4 75．3兆円

（ 平成16年3月末 国内銀行）

闇
中小企業向け

1 84．9兆円

（ 4 5 ．2％）

（ 法人向けの中の64．5％）

住宅資金向け

8 6．1兆円

（ 2 1．1％）

（ 個人向けの中の

8 0 ．8 ％）

そ

1 5 ． 円

％）

貸出金
4 08．6兆円 ．

（ 注 1 ）その他には地方公共団体向け貸出金、海外円借款等を含む。

（ 注 2 ）中小企業とは、資本金3億円 く卸売業は1億円、小売業、飲食店、各種サー ビス業（飲食店を除 く）は5，000万円）以下、または常用従

業員300人（卸売業、各種サービス業（飲食店を除く）は100人、小売業、飲食店は50人）以下の企業（法人及び個人企業）。

（ 出典）日本銀行「金融経済統計」
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規制についての銀行等との比較

郵便貯金 なし ・ 制限なし ・ 制覇なし ・ 原則100 0万円・ 預郷 附のみ 郵政≡事業を
兼営

・ E脱 法人税等は
負担なし

・ 酬 嘲度あり
・ 郵麟金法

銀行 なし ・ 制限なし ・ 制現なし ・ なし t 制限なし 兼営不可悌 ・ 載減等なし ・ 銀行法

†静 ）地区内の

信用金庫 必要

淵項
偏大の変更
l コま認可が

必要）

・制限なし ・ なし
虔抄伸】用

（ 鱒 ）20％
まで）

兼営不可紗

職税：欄 間税
法人説：細 事
法′唱毒讃税：柵 率

・ 信用錦去

†砂 地区内の

信用協同緯合
D J、規模事業者

者
者

必要

讃結己載事項

在款噸更
l コま認可が

必要）

員

員外利用

（ 寺皇宕わ 2 0 ％

まで）

・なし
尉伸】用
（ 紛 ）20％
まで）

ヲ鰹不可印
F 慨睨：瑚 崩税
法人税 ：軽減税率

き如き業悦：郁 税率

・ 中Jl唾業等協同

組合法

・ 協聯 こよる
金轟陣築こ関す

る法律

農如）地区内の

旺組合員］

農業t孟同組合

農事組合法人等

搾組合員】

協同組合

建たる

鞠読者・出資有こ
なっている団体

必要

岩瀬己載事項
捷款の変更

l コま認可が

必要）

員夕伸1用

（ 組合員利用の
5 分の1まで）

・ なし

」

財伸】用

（ 組合員利用の

5 分の 1まで）

揮観
経覿
榊等と
兼営砂

巨樹税：一書田Ⅰ窃視

法人税：帥 拳
法楢葉税：輸赤鬼率

・ 農業亦鵡且合法

注：但し証券業のう碩債・地方艶聞 諒等の窓口販最保険卸〉うち個人年金腐乱卵郷 等の廃兵募集等こつして臥銀行等が取り扱うこと力咋きる。
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生命保険会社と簡易生命保険の業務比較

3 3

蛮 犠 、　　　　 p、 探 ＿＿　 望　 堪 彗　 易　 ＿．
用

●　 国有 業務 （保険業法 97 条）

①　 生 命保険の引受 け 簡易生命保 険

○　 簡保 は、左の 12 種類の保 険及 びそ※　 保険種類 （保険業法 3 条④） ※　 簡易生命保険の種類 （簡保法 5 条、 6 条、 8 条等）
・ 人の生存又は死亡 （余命一定期間内とされた身体状態を含む） ・ 人の生死 （要介護状態を含む）について保険金を支払う保険 れ に付加 する特 約以外 は不 可
について保険金を支払う保険 （①終身保険、②定期保険、（診養老保険、④家族保険、⑤財形貯蓄 ○　 簡保の保険は個人保険及 び個人年金に
・　 次の事由に対し、一定の保険金を支払 う又は損害を填補す 保険、⑥終身年金保険、⑦定期年金保険、（幹夫婦年金保険、（9 終 限 られ、団体保険及び団体年金は不可
る保険 身年金保険付終身保険、⑩定期年金保険付終身保険、⑩定期年金 ○　 被保険者一人につき保険金銀 1 千万円
（D　 人が疾病 にかかったこと 保険付嚢老保険、⑫夫婦年金保険付家族保険） （一定条件の下で 1300 万円）、年金年額
（参　 傷害又は疾病にかかったことを原因とする人の状態 ・ 被保険者がかかった疾病、不慮の事故等により受けた傷害、被 90万円を超えることは不可
③ 傷害を受けたことを直接の原因とする人の死亡

④ 出産及びこれを直接の原因とする人の状態
⑤ 老衰を直接の原因とする要介護状態

⑥ 傷害又は疾病にかかったこと等に関して治療を受けたこと

・ 一定の偶然の事故によって生ずることのある損害のうち、
以上の保険の引受けに係る再保険

保険者の生存について保険金を支払う特約

②　 保 険料 と して収受 した金銭そ の他の 資産 の運用 簡易生命保険資金の運用 簡保 は、左以外 の資金運用 は不可 。政令

※　 保険会社の資産の運用方法 （保険業法施行規則 47 条） ※　 簡易生命保険の運用方法 （公社法 45 条） で債券の範 囲等 に制 限あ り（社債 の発行

1　 有価証券の取得 1 保険契約者に対する貸付け 会社の純 資産額等 ）
2　 不動産の取得 2　 地方公共団体に対する貸付け （簡保法 88 条）

3　 金銭債権の取得 3　 有価証券等の売買

4 金地金の取得

5 金銭の貸付け （コールローンを含む）
6 有価証券の貸付け

7 組合契約又は匿名組合契約に係る出資
8 預金又は貯金

9 金銭、金銭債権、有価証券又は不動産等の信託

10 有価証券店頭デ リパティプ取引、有価証券指数等先物取引、
有価証券オプション取引又は外国市場証券先物取引

11 金融先物取引等
12 金融等デ リパティプ取引

13 先物外国為替取引

14 1 ～13 に準ずる方法

国債、公庫債等、地方債、公団債等、金融債、社債、特定社債、
政府保証債、外国債、貸付信託の受益証券、国内C P 、外国C P

4 金融機関への預金

5 債券の貸付け
6 債券オプション

7 先物外国為替
8 通貨オプション

9 コール資金の貸付け

10 信託会社への信託
11 ，郵便業務の用に供する施設の設置等に必要な費用に充てるた
めの資金融通

12 郵便業務に係る資金繰 りに充てるための資金融通

●　 付 随業務 （保険業法 98 条）

①　 他の保 険会社 等の業務の代理又 は事務の代行 バイク 自賠責保 険の取扱 い （公社法 19 条（診十七 ） 簡保 は、バ イク 自賠責保 険以外 につ いて

他の保 険会社 等 の業 ∃贅の 代王里又 は事務

の代行は不可



楳

②債務の保証 不可

③国債、地方債、政府保証債の窓口販売 ［残額引受に限定］ 不可

④金銭債権の取得又は譲渡 ［資産運用以外］ 不可

⑤特定社債等の窓口販売 不可

（ 砂 短期社債等の取得又は譲渡 ［資産運用以外］ 不可

（ 矛 有価証券の私募の取扱い 不可

⑧金融先物取引等 ［資産運用以外］ 不可

⑨金融先物取引等の受託 不可

⑩金融等デリパティプ取引 ［資産連用以外］ 不可

⑪金融等デリパティプ取引の媒介、取次又は代理 不可

⑱有価証券店頭デリパティプ取引【資産運用以外］ 不可

⑩有価証券店頭デリパティプ取引の媒介、取次又は代理 不可

●法定他業（保険業法 99 条）

①公共債ディーリング等 ［資産運用・付随業務以外］ 不可

（ 塾 社債等の募集・ 管理の受託 不可

③担保付社債に関する信託業務 不可

④保険金信託業務 不可

●他の法律に基づく業務（保険業法 100 条）

自動車損害賠償保障事業の業務の受託

（ 自動車損害賠償保障法 77 条）

宝くじの版元に関する事務の受託

（ 当せん金付証票法 6 条①→政令）

スポーツくじの販売等業務の受託

（ スポーツ振興投票の実施等に関する法律 18条①→政令）

確定拠出年金に係る国民年金基金連合会の事務の受託

（ 確定拠出年金法 61条②→政令）
確定拠出年金運営管理業

（ 確定拠出年金法 88 条②→政令）

国際協力銀行の業務の受託

（ 国際協力銀行法 28 条①→政令） 等

不可

※簡保は、加入者福祉施設（かんぽの宿等）の設置・運営が可能（保険会社は不可）
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簡保資金の運用状況

○簡保資金の運用状況は、国債（全体の約 4 割）を中心とする有価証券への運用が約 7 割

（ 平成 1 6 年 3 月末（平成 1 5 年虔未））

注1 ：資産残高は、金融商品に係る会計基準に準じた評価額。
2 ：外国債は、外国政府等が発行する債券であり、円貨建債券を含んでいるb
3 ：資産残高は切捨てとしていることから、合計は一致しない。
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郵便業務への

保甲欝軍馬
【 1．8 ％）

地方公共国
体

貸付
（ 1 5 ．9％）

金銭の信託
1 9 ．7 ％）

外国債
（ 1．3 ％

有価証券
【 67．9幻

国債
（ 4 2．8 ％）

貸付金
（ 2 0 ．6 ％）

社債等
（ 1 7．9％） 地方債

（ 6 ．0 ％）

区　　　　 分 資産残高 （億円） 構成割合 （％）

有　　　 価　　　 証　　　 券 8 1 6，7 0 6 67．9

国　　　　　　　　　　　 債 5 14，0 2 5 4 2．8

地　　　　　 方　　　　　 債 7 1，8 8 0 6．0

社　　　　　 債　　　　　 等 2 1 4，8 5 0 1 7．9

lう ち 公 庫 公 団 債 等 1 8 3，7 0 3 1 5．3

外　　　　　 国　　　　　 債 1 5，9 5 0 1．3

金　　 銭　　 の　　 信　　 託 1 17，1 8 8 9．7

貸　　　　　 付　　　　　 金 2 4 7，5 5 3 2 0．6

地　 方　 公　 共　 団　 体 貸 付 1 9 1，1 6 5 1 5．9

公　 庫　 公　 団　 等　 貸　 付 3 2，5 3 5 2．7

保　 険　 契　 約　 者　 貸　 付 2 1，9 2 6 1．8

郵　 便　 業 務　 へ　 の　 融　 通 1，9 2 6 0．2

預　　　　　 金　　　　　 等 2 0，5 2 0 1．7

合　　　　 計 1，2 0 1，9 6 9 1 0 0．0



（ 参考）簡易生命保険資金の運用対象（日本郵政公社法第 4 5 条）

保険契約者に対する貸付け

2 地方公共団体に対する貸付け

国債（債券先物を含む）

4 公庫債等

5 地方債

6 公団債等

7 金融債

8 社債

9 特定社債（A B S ）

1 0 政府保証債（4 ～9 除 く）

1 1 外国債（債券先物を含む）

1 2 貸付信託の受益証券

1 3 国内CP

3 6

1 4 外国CP

1 5 金融機関への預金

1 6 債券の貸付け

1 7 債券オプション

1 8 先物外国為替

1 9 通貨オプション

2 0 コール資金の貸付け

2 1 信託会社への信託 （投資顧問業者 との

投資一任契約含む）

2 2 郵便業務の用に供する施設の設置等に

必要な費用に充てるための資金融通

2 3 郵便業務に係る資金繰りに充てるため
の資金融通



規制についての比較

注：簡易保険、民間生保、」A 共済のいずれも病気・病歴による加入制限あり。
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西

′洪・‾▲柑
き” 耶

l【E‾
‾▼　 ；艮．

′llI氾　 －
根至純監

簡易保 険

制限な し 制限な し 個人保険

個人年金

保 険

原 則 1，000 万円

年金

初 年度年額

90 万 円

兼営不可 法人税、印紙税等 は非課税

（旧三公社並み）

国庫納付金制度 あ リ

市 町村納付金制度 あ リ

簡易 生命保 険法

民 間生 保

制限 な し 職 業 等 によ る加入 制 限

あ リ

個 人保 険

個 人年金

団体保 険

団体年金

法律上は制 限な し 兼 営不可 （子

会社 方 式 によ

る参 入可能）

軽 減等 な し 保 険業法

」A 共済

定 款記 載事 項 ・農 協組 合 員及 び農 協 個人保険 法律上 は制限な し 兼営可 （損害 法人税 ：軽減税率 農 業協 同組合法

（定款 の変更

には認可 が必

要）

准組 合 員以 外 の利 用

高 に制限あ り

・職 業 によ る加 入制 限

あ り

個人年金 共済 を兼 営） 法人事業税 ：軽減税率

印紙税 ：一部課税対象外



4 －（2 ）郵貯、簡保の既契約を新契約と一括して運用するための具体的な仕組み

◎具体的なスキームをどうするか

3 8

基 本方針
考 え方

有識者の意見、
A 案 B 案

3 ．最 終 的な民営化時 点にお け

る各事 業会社 等の あ り方

（郵便 貯金）

○　 公 社勘 定 の運 用 資産 を郵 ○　 公 社 勘 定の運 用 資 産 を郵

（3 ）郵便 貯金会社 便 貯金会社 へ の預 金 （特 別 便貯金会 社 に信託 す る、 以

（イ）新 旧契約の分離 預 金） に転 換す る、以下の 下の よ うな スキーム と して

・民 間 企 業 と 同様 に納 税

義務 を負 うとともに、新

規 契約 分か ら郵便貯金 の

よ うなスキー ム と しては ど

うか。

・ 特別預金は、旧契約の貯金

はど うか。

t 信託財産については、旧契
政 府保証 を廃 止 し、預 金 と全 く同 じ条件 と し、 旧契 約 の貯金 の払戻請 求が あ っ

保 険機構 に加 入する。 約 の貯金 の払戻請 求が あ う た時 に、信 託勘定 か ら貯金

．・公 社 勘 定 は 公社 承 継 法

人が保有 し、その管理 ・

運 用 を郵 便貯金会 社が受

託 す る。運 用 に当た って

は、安 全性 を重視す る。

（4 ）郵 便保険会社

た時に払 い戻 され る ことと

す る。

・ 特 別預 金 には政 府保 証 を
付 さず 、預金保 険の対象 外

とす る。

・ 新 旧勘定 に係 るA L M （資

を支払。

・ 郵便 貯金会社 には、自己勘
（イ）新 旧契約の分離 産 I 負債 管理） の一括運 営 定 と他 人 勘 定 との 別 々 の

】民 間 企 業 と同様 に納 税 に よ り、公社勘 定 に係 る損 A L M （資産 ・負債 管理 ）

義務 を負 うとともに、新 益が結 果 と して郵便貯 金会 が存在 （公社 勘定 の流動性

規契約 分か ら郵 便保 険の

政府保 証 を廃止 し、生命

保 険契約者 保護 機構 に加

社 に帰属 。 につ いて は、郵便貯 金会社

が供緬）。



・ 入する。

・ 公社勘定は公社承継法

人が保有し、その管理 ・

運用を郵便保険会社が受

託する。運用に当たって

は、安全性を重視する。

（ 5 ）公社承継法人

（ ア）業務の内容

一郵貯・簡保の既契約を引

き継ぎ、既契約を履行す

る。

・ 郵貯 t簡保の既契約に係

る資産の運用は、それぞ

れ郵便貯金会社及び郵便

保険会社に行わせる。

（ イ）公社勘定の運用

・ 全塾塾呈上主監王旦＿塞魔

の業務は郵便貯金会社及

地；＿星重
し、それぞれ新契約分と

一括して運用する。

生壁遡量迦 屋上
ては、安全性を重視する。

公社勘定については、政

公社承継法人は、郵便貯金

会社に対して、特別預金に

づいて先取特権を有するこ

ととする。

郵便貯金会社には、特別預

金相当鏡の安全資産の保有

を義務付ける。

公社勘定の損益は、事後的

に郵便貯金会社に帰属させ

る。

・ 公社勘定の運用資産が信

託として隔離される。

信託財産の運用について

は、公社承継法人の指図に

より、安全資産で行うもの

とする。
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府保証、その他の特典を

維持する。

公社勘定から生 じた損

益は、新会社に帰属させ

旦⊥＿

○特別預金が預金保険の対

象とならないことから、郵

便貯金会社に超過利得が生

じるとの見方 も可能で あ

り、何らかのエ夫が必要で

はないか。

○旧契約の預金については

預金保険の対象とならない

ことから、（損益を帰属させ

ることにより）間接的には

郵便貯金会社に超過利得が

生じるとの見方もあるので

はないか。

4 0



4 －（2 ）郵貯、簡保の既契約を新契約と一括して運用するための具体的な仕組み

◎具体的なスキームをどうするか

4 1

基本方針
考 え方

有識者 の意見
A 案 B 案

3 ．最終 的な 民営化時 点にお け

る各事業会社 等のあ り方

（簡 易保険）

○　 公社 勘 定 の運 用資 産 を郵 ○　 公 社勘 定 の運 用 資産 を郵

（3 ）郵便貯金会社 便保 険会社 への再保 険 に転 便 保険会社 に信託 す る、以

（イ）新 旧契約の分離 換す る、以下の よ うなス キ 下 の よ うなスキー ム と して

・民 間企 業 と同様 に納 税 －ム としては どうか。 は どうか 。

義務 を負 う とともに、新 ・ 再保険 は、旧契約の保険金 ・ 信託財産 につ いては、旧契

規 契約分 か ら郵便 貯金の の支払 が あった時 に、郵 便 約の保 険の支 払請 求 が あ っ

政府保証 を廃止 し、預金 保険会社 の負債 に おける責 た時 に、郵便 保険会社 が承

保険機構 に加入す る。 任準備 金 を減 少す る ことと 継法 人 を代理 して信 託勘定

・公 社 勘 定 は公社 承 継 法

人が保 有 し、その 管理 ・

運用 を郵便貯金 会社が 受

託す る。運用 に 当た って

は 、安全性 を重視す る。

（4 ）郵便保険会社

（イ）新 旧契約 の分離

・民 間 企 業 と同様 に納 税

す る。

一 再保 険 に は政府 保 証 を付

さな い （原契 約 には政府保

証 あ り）。

・ 再保 険 は、保護機構 の対
象外 （機構定款 ）。

・ 新 旧勘定 に係 る資産の －

か ら保険金 を支 払。

・ 郵便保険会社 には、自己勘
義務 を負 うとともに、新 括運 用 に よ り、公社勘 定 に 定 と他 人勘 定 との 別 々の勘

規 契約分 か ら郵便保 険の 係 る損 益が結 果 と して郵便 定が存在。

政 府保証 を廃 止 し、生命

保 険契約 者保護機 構 に加

保険会社 に帰属。 ・ 契約 者配 当後の 公社 勘 定



入する。

一公社勘定は公社承継法

人が保有し、その管理 一

運用を郵便保険会社が受

託する。運用に当たって

は、安全性を重視する。

（ 5 ）公社承継法人

（ ア）業務の内容

⊥郵貯・簡保の既契約を引

き継ぎ、既契約を履行す

る。

・ 郵貯・簡保の既契約に係

る資産の運用は、それぞ

れ郵便貯金会社及び郵便

保険会社に行わせる。

（ イ）公社勘定の運用

・ 公社勘定に関する実際

の業務は郵便貯金会社及

び郵便保険会社に委託

し、それぞれ新契約分と

一括して運用する。

・ 公社勘定の運用に際 し

ては、安全性を重視する。

A J M の一括管理が容易。

公社承継法人は、郵便保険

会社に対して、再保険につ

いて新契約の保険契約者と

同順位の先取特権を有する

こととする。

郵便保険会社には、資産

全体について、運用計画を

策定するとともに、公社勘

定に相当する資産について

は、現行と同等の運用規制

をかけることとしてはどう

か。

の損益は、事後的に郵便保

険会社に帰属させる。

A L M の一括管理には、

両勘定を融通する仕組みが

必要。

信託財産の運用について

は、公社承継法人の指図に

より、安全資産で行うもの

とする。

4 2



公社勘定については、政

府保証、その他の特典を

維持する。

公社勘定から生 じた損

益は、新会社に帰属させ

る。

4 3



A 案（特別預金スキーム）

現郵政公社

定期性貯金

通常貯金等

運用資産

〔

現行A LM 管理
過去負債の動向予測も踏まえて、
①新規運用資金（流動性管理も含む）の期間選
（ 塾新規貯金の金利設定・調達コントロール
を行っている。

「 運用資産」と

「 特別預金」を
交換

⇒運用刃

（ 特別預金j
のリスクプリ

承継法人

〔 運ヂ
特別預金

（ 五色亀鑑と見じ猛追）

先取特権

運用資産

う産保有を検討）L一±

定期性貯金
（ 政府保証）

特別預金

通常貯金等

新郵 貯
同じ範囲一内容のA LM

定期性貯金

蓋監護し

（ 注）先取特権：法律が定める特殊の債権を有する者が債務者の総財産あるいは特定の
財産から一般債権者に優先して弁済を受けることができる法定の担保物権。

4 4



B 案（信託スキーム）

現郵政公社

定期性貯金

通常貯金等

運用資産

〔

現行A LM 管理
過去負債の動向予測も踏まえて、

①新規運用資金（流動性管理も含む）の期間選
②新規貯金の金利設定・調達コントロール
を行っている。

新郵貯のA LM
（ 過去負債の影響なし）

（ 現行と範囲・内容が異なる）

4 5

性貯金の
しに応じ
託を解除
資産を充当）

承継法人

】

ll

他人勘 ト
（自己勘定は
別の業務）

択

自習

〔運用資産〕

l

信託

定期性貯金
（政府保証）

定㌫

払戻
詔烹

ヒ （運欄 ）∃

運用資産 信託

運用資産 通常貯金等

新　 郵　 貯



1 6年3月未決算を前提とした郵便貯金等の振り分けのイメージ （単位：兆円）

公社承継法人

1 6年3月末の郵便貯金等の残高

郵便振替預り金等 4．4

通常郵便貯金 53．8

計22 4．4

●
●

【 参考】中期経営計画による19年3月末の残高見通し

郵便振替預り金等 3．6

郵便貯金 206．4

計2 10．0

●
●
●

●
●
●
●
●

●
●
●
●

●
●
●
●

●▲

郵便貯金会社

郵便振替預り金等 4．4

通常郵便貯金 53．8

計58．1

（ 注）1．「郵便振替預り金等」は、郵便振替預り金及び郵便為替課り金の合計。
2 ．郵便貯金の計数には、未払利子等が含まれていない。
3 ．郵便貯金業務の負債としては、この他、借入金、退職給付引当金等がある。

4 ．四捨五入のため、合計と一致しないことがある。
5 ．定額貯金1定期貯金については預入日基準、積立貯金等については契約 日基準に
より振り分け。
6 ．積立貯金、定額貯金、定期貯金等の定期性貯金は、いずれも満期後、通常貯金と
なり、通常貯金となったものから、新たに郵便貯金会社に引き継ぎ（ただし、預金者

への周知を徹底する必要があるため、一定の期間を設け、通知を行う等の対応が
必要か）。

「 郵政民営化の基本方針」
1 ．基本的視点‘
（ 3 ）民間とのイコールフッティング
郵貯と簡保の民営化前の契約（以下、「旧契約」と言う。）と民営化後の契約（以下、「新契約」と言う。）を分離した上で、新契矧 こついては、
政府保証を廃止し、預金保険、生命保険契約者保護機構に加入する。（通常貯金については、すべて新契約となる。）

4 β



戯貯の棚 務残高の潜移 平成16年10月18日

郵便貯金事業本部

（ 兆円）

1 6 0 ．0

1 4 0 ．0

1 2 0 ．0

1 0 0 ．0

8 0 ．0

6 0 ．0

4 0 ．0

2 0 ．0

0 ．0

1 4 9 ．9

1 2 2 ．7

1 0 9 ．8

9 9 ．1

7 0 ．0

4 5 ．3

3 3 ．1

2 4 ．4

1 5 ．3

7 ．3

平成 19当初 19 ・ 20 2 1 22 23 24 25 26
2 7

【 前提条件】

1 政府保証債務残高は通常貯金を除く定期性貯金とし、現状の払戻動向が今後も継続すると仮定して試算

2 金利シナリオは、10年国債が1．50％フラットで推移

（ なお、金利が上昇する場合、政府保証債務残高の減少ペースは、上記シナリオの場合よりも早くなる）

4■7

0 ．0

2 8

（ 年度末）



月⊥ルタ資醐

預
金
者

貯

あ 営業部門 帯叩ヰ

「 ‾

【 営業方針の策定】 l

A L M 部門 叩ゆ

【 A L M 方針の策定】 l

l o運用年限の決定

○資金調達の実施 一トーーーーーl－ ○調達額の設定
1 ＿ ，＿ ．＿ ＿

○運用年限の設定について

資金運用部門

【 運用方針の策定】

○資金運用の執行

リス ク

管理部門

【 リスク管理方針の策定】

運

あ 証
券
市
場
等

○予め設定したリスクリミットに

収まっているかモニタリング

負債（郵便貯金）の預入・払戻動向に応じて期間選択

〔 具伺濫諾二霊㌶芸誤認認諾諾誤認設て、〕
ぐ＝〇＞全額自主運用開始以前は、原則として、全祐一律7年の預託

4 亀



脚金のリスク祭野

負

債

資

産

郵便貯金

（ 定額貯金が大半）

国債等の債券

が大半

〔

と従

毘莞
較手
法

〕

預金者行動モデルに

より予測

ウ
価格変動、

債券格付

格差等

「 期間損益変動」

長期的な期間損益の変動を計測できるため、バンキング勘定に適した

手法。資産負債の時価評価には対応 していない。

㊥
4 9

企業価値変動リスクの把握・分析

期間損益ま勒リスクの計測

将来の期間損
益を定量的・確
率的に計測

開
発
生
頻
度

剋鼠塩基公益地

損益 （小）損益 （大）

年度

＋

資産負債価値変動 リスクの計測

匪〕藁
荘蝕 益鉦鼓象姓珪

謂

損益（小）規益（大）

年度

企業価住変動リスクの計測

l

；乱数で作 成した1 万

一本 の金利 、株価、為

；替のシナリオを元に、
；将来の企業価値を多
：数計算し、その分布

：から企業価値変動 り
：スクを把握。

転志志志
リスク管理値

発
生
頻
度

00

益損益韻

虔年

「 企業価値変動＝期間損益変動＋資産負債価値変動」

V aR及びEaRの弱点を克服 し、「企業価値の変動 リスク」を計測できる手

法。郵貯独自の手法。 、



再保険スキーム

公社承継法人の個々の契約について、旧契約の責任準備金相
当の運用資産を再保険料として再俸険を行う。

公社承継法人の B ／S は、事実上、資産 t負債ともゼロ。．

郵便保険会社は、資産（及び負債）を一体管理・運用 し、再
保険契約にも先取特権を設定。

郵便保険会社は、再保険契約及び新契約に対する配当につい
て、その貢献度合いに応 じ、配当基準を設定し分配。

公社勘定にかかる追加責任準備金等について、郵便保険会社
の業務として課税のおそれあり。

現郵政公社

運用資産 責任準備金等

⇔

5 0

1

再保険料

承継法人

先取特権

運用資産 責任準備金等
（ 再保険分）

責任準備金等
（ 新保険分）

郵便保険会社

同じ範囲・内容のA L M が実現
〕

契約の保険

任準備金も

少

保険契約者
の先取特権
あり



信託スキーム

○自己勘定、他人勘定別のA J M が存在。

○承継法人・郵便保険会社の損益を個別に認識 し、事後的に移

転する必要。

○勘定を分離することから、新旧間の経理が明確化。

○承継法人の資産は、「信託」することで郵便保険会社のリスク

から隔離。信託スキームの中で運用指図。

現郵政公社

運用資産 責任準備金等

⇒

他人勘定

（ 自己勘定とは

別の業務）

自己勘定
（ B ／ S ）

鼎

承継法人

〔 運用資産 〕

l
信託

責任準備金等

（ 運用指図）

運用資産 信託

〈

運用資産 責任準備金等

郵便保険会社

郵便保険会社のA J M

（ 旧契約の影響なし）

5 t

〔

現行と範囲一内容ともに異なる
〕

支払に応じ

信託を解除

保険契約者
の 先取特権
あり



層深の仰 脚 の併有炭酸金の虜夢 平成16年10月18日

簡易保険事業本部

（ 兆円）

1 8 0 ．0

1 6 0 ．0

1 4 0 ．0

1 2 0 ．0

1 0 0 ．0

8 0 ．0

6 0 ．0

4 0 ．0

2 0 ，0

0 ．0

1 6 2 ．9

1 4 5 ．7

1 2 9 ．1

1 0 0 ．5

8 7 ．2

6 4 ．3

5 4 ．5

4 5 ．3

平成19当初 19 20 21 22 23 24 2 5 2 6

注：保有保険金には、年金保険の年金額は含まれない。

【 前提条件】

1 平成 1 6 年度～平成 1 8 年度の新契約保険料は 6 5 5 億円で一定と仮定して試算。

2 死亡率等は平成 1 5 年度実績と同じと仮定して試算。

ち2

3 5 ．9

2 了 2 8

（ 年度末）



層深の鵬 窟何者紆の戯資産の超移
平成16年10月18日

簡易保険事業本部

（ 兆円）

1 2 0 ．0

1 0 0 ．0

8 0 ．0

6 0 ．0

4 0 ．0

2 0 ．0

0 ．0

1 1 3 ．2

1 0 7 ．2

9 9 ．7

9 2 ．0

8 4 ，9

7 1 ．5

6 5 ．2

5 9 ．4

平成19当初 19 20 2 1 2 2 23 24 25

注：一般的に、保険会社において総資産と保有保険金は一致しない。総資産は、保険と年金の合計額。

2 6 2了

【 前提条件】

1 平成 1 6 年度～平成 1 8 年度の新契約保険料は 6 5 5 億円で一定と仮定して試算。

2 金利シナ リオは、10年国債が1．50％フラットで推移。

（ なお、金利が上昇する場合、総資産の減少ペースは、上記シナ リオの場合よ りも遅 くなる。）

て・ 5 3

4 7 ．9

2 8

（ 年度末）



簡易保険のA L M （Asse卜Liability Management ：資産と負債の総合管理）

累
増

蔓

彗

苫

腰

○生命保険事業においては、資産・負債全体の構造的なミスマッチを前提とした経営管理が必要

○将来収支分析、利源別分析、キャッシュフローのミスマッチ分析に基づき、対策を検討し、料率設定、営業 ・
資金運用の基本方針、事業運営の効率化に反映

○キャッシュフローの
ミスマッチ分析

保有契約から将来発生する保険金の支

払（キャッシュアウト）や保有資産から将来

発生する償還金（キャッシュイン）等の分析

を実施

5 4

対応の検討

◇竿映
料率設定

営業の

基本方針

資金運用の

基本方針

事業運営の

効率化

○ 将 来 収 支 分 析

各 ／くラメータの変 化 により将 来 の 損 益 が

変 化 す ることか ら、資 産 側 及 び負 債 側 の
ト金利上昇シナリオ

パ ラメー タにシナ リオを設 定 し、将 来収 支

等 の シミュレー ションを実 施

パ ラ メー タ

損 ・　　 金利中位シlナリオ

・－ －－一弘 釧 低迷，ナ州

・金 利　　 ・新 契 串勺動 向 l －／ l

・事 業 費 動 向 ・死亡 率 動 向　 など
（年度）

l　　　　　 l

○ 利 源 別 分 析 （利 差 ・死 差 ・茸 差 の 動 向 を 分 析 ）

キ ャ ッ シ ュ ・イ ン ・フ ロ ー

l ■ ■ ■ ■ － － ＿ ＿ ＿

′缶 ）



簡易保険のリスク管理

○経営の健全性を確保するため、業務執行部門から独立したリスク管理部門を設置し、資産・負債のリスクを
V a Rとキャッシュフローテストを組み合わせて総合的に管理

リスク管理 対応

資産

（ 約121兆円）

2 004年3月31 日

負債

（ 約120兆円）

2 004年3月31 日

象
金利、為替等の変

債券の格下げ等

保険事故発生率等

の変動

逆ざやの発生

事業費の変

○資産運用リスク

ーV aR 等により把握一

市場リスク管理

株価、為替等の変動により資産価値が
変動するリスクを把握・分析

信用リスク管理

格付会社による格付等から仕券、預

金等の信用リスクを把握・分析

○保険引受リスク

ーキャッシュフロう スト等により把握一
保険リスク管理

死亡率、特約支払率等の変動により

損失が発生するリスクを把握一分析

予定利率リスク管理

運用利回りが予定利率を確保でき

ないリスクを把握・分析

事業費リスク管理

事業費の変動により損失が発生す
るリスクを把握・分析

ポートフォ

リオの調整

等

ぢ保険料率
の見直し等

【 価格変動準備金】
運用資産の価格変動

リスクに対するバッ

ファとして積立て

【 危険準備金】
保険リスク及び予定
利率リスクに対する
／くッファとして積立て

【 責任準備金】

低金利の長期化によ

る逆ざや等に対応する
ため、加入時の計算

基礎による責任準備

金に追加して積立て

ハ●リュー・アットリスク（ 参考）姐 吐墨壷虹＝一定の確率の下で被る可能性のある保有資産の潜在的な最大損失額（リスク量）
壬生ヱと主之旦＝重き上 ：将来のキャッシュフロー（保険料収入、保険金支払、運用収入等）をシミュレーションし、経営の状況（損益の状況等）を把握する手法

ら5 、



4 －（3 ）移行期の終了時期（「民有民営」の判断）

◎特例法の時限（「民有民営」の判断）をどうするか

5 6

基本 方針
考 え方

有識者 の意 見

A 案 B 案

2 ．最終 的な民営 化時点に おけ （「民有民営」実現の判 断の枠組み）

る組織形態の枠組み ○　 特例法 の時限 （「民有 民営」 の判断） につ いては、民有

（3 ）持株会社の設立 民営化の進捗状況等を踏 まえ、我が国金融 シス テムの安定

t経 営の一体性 を確保す るた 性への影響 を勘案 しつつし監視組織が新会社全体の経営状

め に、国 は、4 事 業会社 を子 況 及 び世 界の金 融情勢 等 の動 向の レビュー を行 った上 で

会 社 とす る純 粋 持 株 会 社 を

設立す る。郵便貯金会社 、郵

便保険会社 については、移 行

期 間中に株式 を売却 し、民有

判断す る こととしては どうか 。

（判 断基準 の位置付 け）

○ 具体 的 な判 断基準 を全て ○　 法律 上は、民有民営化の

民営 を実現 す る 。 そ の 際 に 法定 す る ことは で きな いと 進捗状況 、我が国金融 シス

は、新会社全体の経営状 況及 して も、判 断の客観性 ・透 テムの安定性への影響 、新

び世 界 の金 融 情 勢 等 の動 向 明性 を担保す るため、「政府 会社 全体の経営状況、世界

の レビュー も行 う。国は、持 出資 比率 ○％未満」 な ど、 の金融情勢 の動 向等、おお

抹 会 社 の 発 行済 み 株 式 総 数 主要 事項 は法定すべ きで は まかな判 断要素 を規定 し、

の 3 分 の 1 を超 え る株 式 は

保有す る。

4 ．移行期 ・準 備期の あ り方

（1 ）移 行期 の あ り方

（オ）移行期 の終 了

ないか 。

○ 一 方 、具 体的 な判 断基準

を法 定す る と、将来の状 況

に応 じた柔軟 な対応が 困難

政府出資比率等 、具体 的な

判 断基 準 は法 定 しな い こ

とと しては どうか 。

○ 一方 、具体的な基準がな

・移行期 は遅 くとも 2017 年 3 とな らな いか。 いと、判 断が窓意的 にな る



月末までに終了する。

・ 郵便貯金会社及び郵便保険

会社は、遅 くとも上記の期

限までに最終的な枠組みに

移行するものとする。その

ため、移行期における両者

のあり方については、銀行

法、保険業法等の特例法を

時限立法で制定 し、対応す

ることとする。

6 ．推進体制の整備

（ イ）民営化後、郵政民営化

推進本部の下に、有識者から

成る監視組織を設置する。監

視組織は、民営化後 3 年ごと

に、国際的な金融市場の動向

等を見極めながら民営化の

進捗状況や経営形態のあり

方をレビューする。．また、許

認可を含む経営上の重要事

項について意見を述べる。監

視組織の意見に基づき本部

長は所要の措置をとるもの

とする。

おそれはないか。

○判断の客観性・透明性を

担保するため、判断基準を

ガイ ドラインに定めるこ

ととしてはどうか。（A 案

でも、判断基準を全て法定

するわけではないので、や

はりガイ ドラインは必要

になるもの と考 え られ

る。）

5 7



過去の民営化事例における政府保有株式売却等の状況

（ 注 1 ） J T 株式については、政府に設立時の株数の 1／2 以上の保有義務が課せられている。

（ 注 2 ）国鉄清算事業団は平成 10 年 10 月に解散し、保有株式は鉄道建設公団（現、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構）が承継。

5 8

グル ープ N T T J T J R

民営化会社 日本電信電話㈱ 東 日本電信電話㈱

西 日本電信電話㈱

N T T コミュニケーションスー㈱ 日本た ばこ産業㈱ 北海道旅客鉄道㈱

四国旅客鉄道㈱

九州方常客鉄道㈱

日本貨物鉄道㈱

東 日本万有客鉄道㈱

西 日本旅客鉄道㈱

東海旅客鉄道㈱

民営化の時期 昭和 6 0 年 4 月 （一体） 昭和 6 0 年 4 月 昭和 6 2 年 4 月 （分割）

分社 化の時期 平成 11 年 7 月 民営化 の時点 で分社

完 全 民 営 化 の 時

期

平成 11 年 7 月 （分

社化 と併せて実施）

平成 1 3 年 12 月 （特殊会社法か ら

削除）

民 営 化 の 時 点 で

の 発 行 済 株 式 稔

数

1 ， 5 6 0 万株 2 0 0 万株 北海道 18 万株

四国 7 万株

九州 3 2 万株

貨物 3 8 万株

東 日本 4 0 0 万株

西 日本 2 0 0 万株

東海　 2 2 4 万棟

設 立 当 初 の 株 式

の帰属

政府 ：10 0％ 日本 電 信 電 話 ㈱ ：

10 0％

日本 電 信 電 話 ㈱ ：

1 0 0％

政府 ：10 0％ 国 鉄 清 算 事 業 団 ：

1 0 0％

国鉄清 算事業団 ：1 0 0％

株 式保有義務 政府 ：1／8 以上 日本 電 信 電 話 ㈱ ：

10 0 ％

な し（認可義務 も 13

年 11 月に撤廃）

政 J庁 ：発行 済株式 の 1／3 超 （平

成 14 年 4 月までは 2／3）

な し な し

株 式 売 却 の 推 移 日本電信電話㈱株式 （東西地域会社 、長距離会社 は売却 実績 な し） 平成 6　 8 9屯2 7 6 株 （8 0 ．8％） 売却実績な し 東 日本旅 客鉄道㈱株式

等 （括弧書 きは売 昭和 6 1 19 5 万株 （8 7．5 ％）　　 平成 11 1 0 0 万株 （5 8．0％） 平成 8　 2 7 2，3 9 0 株 （6 6．7％） 平成 5　 2 5 0 万抹 （37 ．5％）

却彼 の保有比 率） 昭和 6 2 19 5 万株 （7 5．0 ％）　　 平成 12 10 0 万株 （4 5．9％） 平成 15　 4も0 00 株 （6 4 ．5％） 平成 11 1 0 0 万株 （12 ．5％）

昭和 6 3 1 50 万株 （6 5．4 ％）　　 平成 14　 9 1，8 0 0 株 （4 5．9％） 平成 16　 2 8 9，33 4 株 （5 0．0％） 平成 14　 5 0 万株 （－ ）

平成 1 0 1 0 0 万株 （5 9．1％）　　 平成 15　 8 5，1 5 7 株 （4 5．9％）
（注）平成 1 5年度の売却株式は、 西 日本旅客鉄道㈱株式

平成 8 1，3（∋5，6 5 6 株 （3 1．7％）
（注 1）平成 7 年虔には、株式分割 （1 株一1．0 2 株）が行われている。
（注 2）平成 11年度の売却株数の一部、及び 14 年度、15 年度の売却枚数の

自己株式の買入に応 じたもの。

全部は、自己株式の買入に応 じて売却 したものであり、取得された株式

は消却 されたことから、保有比率はほとんど変化 していない。

平成 15　 6 3 4，3 4 4 株 （－ ）

（注 3）平成 1 2 年度には、公募増資 （含0 万株）が行われている。
（注 由現在の政府陳有株式数は 7 22 万 7 千株、発行済株式総数は 1，574 万 東海旅客鉄道㈱株式

1，2 00 株。 平成 9 1，3 5 3，9 2 9 株 （3 9．6％）



欧米の金融コングロマリットの例

C 】tlgro up

〔 米 国〕

C lu g ro u p

H 01dlng s C 叩 IPany

〔 ドイ ツ〕

【 銀 行】

S a 18爪0∩モ；m i肌

B a m e y H o ！d h g s

S a 10 m O n B m th合椅

Hot（i 弓n g s C o m p a n y

S a lo m【〉n S m lm

6 a m e y ln c ．

【 証 券】

C iti⊆l†O U P ln s u ra n c 8

H 0 1d in 9 S

C o rp o r8 日O n

T「a v e 18 1も

l n s u rヨ∩（治

C o m p a n y

【 保 険】

【 ユニバーサルバンク】

D e tJb 6 h t】A s5 8 t

M a n a ！；◎ m e n l E u ro p 8

G m b H

【 資産運用】

D e u 15 C h t）M o r9 a n

G r8 n向11 G ro u p p！c

【 証 券】 （ 他地域の銀行・証券等）

〔 英 国〕

【 銀 行】 【投資銀行】 【保 険】 （他地域の銀行・証券等）

〔 フラ ンス〕

【 ユニバーサルバンク】

B N P P a「lb a s

S e G U lⅧes S e rvIc e 5

【 証 券】

βN P P 8 H b8 S

触SUIヨnG8

【 保 険】

□
く他地域の銀行・証券等）

（ 注）米国においては、法律で金融持株会社の子会社の範囲を銀行、証券、保険等の金融業務に限定。他方、E U諸国においては、金融持株会社の子会社等の業務範囲に基本的に制限はないが、
現状、主要銀行グループ（上記のほかクレディマグリコル（仏）、ロイヤルバンクサブ・スコットランド（英））の中に、大規模な事業会社を含めた金融グループは存在しない。
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4 －（4 ）移行期における郵便貯金会社・郵便保険会社の業務範囲（移行期当初の業務範囲及びその段階的拡大の仕組み）

◎国債市場への配慮を制度設計上どのように盛り込むか

（ 注）いずれの場合も、別途、郵便貯金会社 一郵便保険会社は、公社承継法人との関係で「安全性重視」の運用が求められる。

6 0

基本方針
考え方

有識者の意見
A 案 B 案

4 ．移行期 ・準備期のあり方

（1 ）移行期のあり方

（国債市場への配慮）

○ 移行期間中に限って、現在 ○　 国債の運用状況等の公

（ウ）郵便貯金及び郵便保険 の郵政公社が行っているも 表については、新会社の積

事業の経営 のと近い形で、資金運用計 極的な 1 R の充実 に委ね

一大量の国債を保有している

ことを踏まえ、市場関係者

の予測可能性 を高 めるた

め、適切な配慮を行う。

画の策定 ・公表を義務付け

ることとしてはどうか。

○ 一方、新会社の資金運用業

務が計画に縛られることに

より、収益機会を損なうこ

とにならないか。

○ 公社勘定と一括 して運用

する新会社の国債運用額は

極めて大きいため、市場関

係者等からの懸念に対する

何らかのエ夫が必要ではな

いか。

ることとしてはどうか。

○ 一方、国債市場における

新会社のプレゼンスを考

慮に入れた場合、自主的な

公表のみで市場関係者の

予測可能性を担保するこ

とは困難なのではないか。



主体別国債保有状況

●主体別国債保有状況（平成16 年3 月末）

注1 ：政府短期証券（FB ）を除く。
注2 ：銀行等は、国内銀行、在 日外題艮、農林水産金融機関及び中小企業金融機関等。

注3 ：簡易保険は、「生命保険」から「うち民間生命保険会社」を除いたもの。
注4 ：日本垂足行「資金循環統計」を基に作成。

6 1

（皇イ立：兆円）

非金融
法人企業

一般政府 家　 計 対家計民間
非営利団体

5毎．外 合　 計金融機関

日本銀行 塾慮」旺金 鹿易底 陰
財政融資
資金

銀行等 民間生保

その他
年金基金
投資信託
言正券会社
塊保 等

保有残高 4 8 5 ．4 8 5 ．5 （空 夢 （軍 事 5 3 ．5 1 2 2 ．9 2 8 ．4 5 8 ．2 0 ．7 4 3 ．3 1 4 ．5 6 ．1 2 0 ．0 5 6 9 ．9

構成比 8 5 ．2 ％ 1 5 ．0 ％ （垂 率 9 ．2 00 9 ．4 ％ 2 1 ．6 ％ 5 ．0 ％ 1 0 ．2％ 0 ．1％ 7 ．6 ％ 2 ．6％ 1 ．1 ％ 3 ．5 ％ 1 0 0 ．0 ％



せ 避 帯 地 牢 固 〓 ∽ ． u ． N の 刈 田 句 ）

蛍 痔 巧 妙 淋 紗 8 崗 詔 牢 固

」 恥 耕 拙 筆

（ 一 ） 柵 抄 ・ 敲 淋 辞 科 料 詣 「 汁 繭 証

聾 漆 巧 妙 継 親 〔 計 ワ バ 再 ′ ≠ 領 海 巧 妙 8 謝 耕 ・ 堂 巾 村 宙 淋 〔 川 野 山 昏 榊 篭 針 か 〓

什 替 ㌢ 冊 口 南 巧 妙 淋 静 8 輌 詔 口 J 「 ′ バ 再 ′ 柵 抄 ・ 蘇 淋 蒔 科 脚 苗 ヰ か ○

（ N ） A r M （ 琳 酔 ・ 址 二 洲 謬 砂 哺 措 ） 沖 現 弐 」 T U 斗 二 斗 哺 描 8 淋 箭

華 南 巧 妙 8 せ 加 賀 芳 村 槻 掛 ・ 沖 涛 諒 緋 8 誇 砂 芳 村 吟 茸 柵 蒔 叫 沖 ノ 淋 掛 謝 口 計 r ノ

バ ′ こ ぃ 寸 ： J せ ー V 8 瞥 僻 芹 冊 固 か 〓 什 篭 d 叩 か 汁 山 ′ 洗 － T U 斗 二 斗 哺 満 仲

敵 貞 一 〓 淋 宗 ヰ か ○

油 汗 ′ 紫 蘇 顎 紗 8 城 取 ・ 仲 南 巾 ぎ 咄 ぎ 8 盗 頭 － ♯ 寸 ヾ ヾ 卜 u ロ ー 胡 榊 尚 盛 口 哺

擢 ヰ か ‖ 什 口 汁 亡 ′ 撃 落 顎 紗 8 堂 叫 ノ 蒔 柵 鵬 8 淋 詔 柵 卜 回 か 上 村 駄 科 榊 避 ・ 柵 柑 写

口 斜 諦 ヰ か ○

（ 0 ） 比 例 証 印 鮮

柑 沖 ・ 裔 淋 帝 輌 詔 叫 鮮 什 「 バ ′ 国 吉 森 林 科 骨 竺 ‖ 諭 琳 対 荊 藤 ′ 鶉 逝 糾 d 菊 判 ヰ

か 輌 由 榊 桝 耕 什 「 ′ 宙 衣 料 替 ひ め 国 富 繭 報 什 湘 砕 か 弟 沌 舶 再 宗 削 芳 中 軸 詔 什 ヰ か ○

叫 汁 ノ 沖 昏 ・ 斗 u ヾ u V 声 望 胡 8 咄 二 、｛ 叫 ヽ 叫 男 山 二 汁 菊 判 糠 耐 8 高 市 沖 現 沙

喘 料 醤 8 辞 薄 8 雫 旨 神 苑 播 義 仲 皿 冨 什 「 ｛ 苛 「 ／ 茹 轟 芳 村 軸 認 許 苛 廿 帝 「 ノ 0

（ ♪ ） 封 房 州 日 報 8 蔀 封 Ⅱ 冨 岡 吟 8 田 村

紗 訓 粁 謝 如 8 妙 理 桝 備 一 ‖ 帥 止 （ 蔀 封 Ⅷ 冨 岡 吟 〔 J 「 ノ バ 再 ′ 「 蔀 盗 蔀 封 皿 冨 8 添 琳 」

口 同 時 ヰ か ‖ 什 柿 餅 耕 什 「 ′ A r M せ 隷 世 辞 討 蔀 胡 8 蕗 独 学 か ′ 苛 柵 8 疎 林 冊 訓

告 旦 語 幹 「 巾 8 昏 封 諒 別 辞 琳 」 一 ‖ 同 時 ヰ か ○

（ ∽ ） ¶ 可 〕 軸 ） 8 即 哺 円 田 敵

襲 南 巧 妙 淋 紗 8 崗 誠 再 剖 茄 崗 詔 柵 桝 耕 什 ヰ か 〓 什 苧 か ノ 中 林 酔 8 剖 茄 諸 藩 円 田

帥 ヰ か 胡 ′ 斗 並 口 知 一 叫 ヰ 恕 哺 篭 骨 幹 （ 分 か 汁 山 河 軌 ヰ か ○

（ の ） 賛 辞 剥 片 端 緒 胎 漆 （ 茸 茹 南 ） 8 山 一 袖 手

Ⅲ 耕 聾 好 珍 ＃ 鯨 罫 苛 鮮 湘 一 ひ 脚 部 N 曲 〔 帥 止 仰 ′ 詩 舗 汁 間 8 糾 昏 か 芯 撃 口 幕 「 ノ

蟹 市 滴 仰 望 仰 糊 耳 か 0

（ り ） 甚 対 韓 淋 亙 寮 一 ‖ 茸 ヰ か 如 才 耳

謬 淋 鵡 妙 d 柑 昏 か 什 ‖ か ニ ‖ 汁 亡 筐 糾 吟 淋 団 募 口 社 ヰ か 細 耳 耳 冊 布 山 ○
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N 湘 － 盗 せ 盗 帯 地 嬰 回 口 蔚 か 盗 或 口 祈 年 か 繊 恥 茄 熟

嚇 淋 竿 画 ′ 彗 叫 m 肘 耕 拙 筆 胡 榊 顕 糾 沖 郎 1 塗 せ 盗 甫 地 学 回 口 蔚 か 盗 撃 ‖ 計 ニ ヰ か 淋 離

京 熟 仰 労 8 什 計 亡 袖 昏 か ○

・ 神 妙 ・ 謝 淋 紆 繭 詔 榊 淋 罫 ヰ か 拝 啓 固 牙 疎 林 科 桝 耕 什 ヰ か ○

・ 国 富 昇 粘 ′ 字 間 二 洲 琳 ′ 半 周 幕 沌 口 J 「 ノ バ 再 ′ 茫 d 8 什 計 亡 什 ヰ か ○

群 ‥ 国 富 葬 礼 沖 現 享 国 葬 托 一 ‖ J 「 ノ バ 再 ノ 柵 討 輌 誠 口 汁 亡 繭 由 ヰ か ○

∽ 湘 － 盗 せ 避 市 城 学 園 口 薪 か 遊 撃 ‖ N 空 斗 か 崗 詔 知 併 存

湘 － 盗 せ 逝 甫 咄 甲 回 口 薪 か 盗 武 一 ‖ 歌 手 か 撃 落 淋 紗 8 尚 由 細 伊 掠 再 ′ 労 8 什 計 亡 ○

（ 搬 ． 市 ∵ 評 コ ）

3
6

山 師 ＝ 一 「 譲 琳 」 沖 現 「 国 富 疎 林 」 一 口 汁 ′ 甫 駈 芯 糊 付 「 バ 8 彗 滞 漆 些 糊 担 現 甚 対 韓 淋 国 斉 鵬 耳 冊

吟 丹 O

N 「 固 五 添 琳 」 8 山 か ′ 泣 諦 陶 由 ・ F B ・ ↓ 望 外 ′ 輌 証 盗 司 ［ 封 〔 ｛ 純 益 滞 篭 応 覿 ヰ か ‖

什 学 か 一 瑠 熟 一 ∞ 甘 南 米 口 計 一 寸 か 崗 詔 瑚 柵 辞 （ 港 沖 輌 証 P － 叢 コ ′ ¶ B  N ． 〇 誤 コ ′ ↓ B ド N

誤 コ ） 冊 付 き 咄 ぎ 叩 「 什 「 バ r ノ か 0

0 「 識 恥 軸 瀬 音 舶 」 〔 弄 回 編 胡 苗 蔀 鵬 耳 冊 ゆ だ 0

阜 「 識 紗 軸 鵬 互 鵬 」 知 見 「 満 船 」 再 ′ 輌 証 遊 撃 ‖ 訊 ロ バ 揃 詔 舟 篭 蕗 箆 ヰ か 〓 什 学 ㌢ 渦 熟

一 む 甘 純 米 一 ‖ 計 耳 か 湘 由 瑚 純 銀 仰 甲 ト 「 パ ワ か ○

∽ 「 茸 浄 蟄 搬 将 帥 満 期 紗 」 再 ′ 一 皿 紗 蟄 皿 酔 詩 理 非 姑 紗 8 講 ＞ 紗 両 軸 紗 如 坤 「 ノ 8 講 評 紗 （ 一 戸 00

叢 コ ） 榔 霹 （ ○
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甘 熟 」 の 甘 紬 簿 価 竿 回 （ 胡 熟 一 の 甘 0 血 〇 一 皿 初 江 ）

渦 熟 一 の 甘 柵 胤 蒜 巧 妙 柵 紗 8 尚 油 平 回 一 〉

淵 熟 一 の 甘 掃 8 些 両 得 紗 姑 紗 8 ． 撃 落 楯 紗 8 崗 室 外 ノ 湘 1 盗 甘 避 筋 地 学 回 8 両 苧 ′ 洋

8 牢 固 一 ‖ 桝 止 「 ′ バ 苛 山 〓 什 什 ヰ か 0

糾 汁 ′ 柵 討 崗 ≠ 空 ‖ J ウ バ 再 ′ 撃 落 淋 紗 8 駈 】 望 外 苛 廿 ヰ ′ 囲 五 井 糾 弾 見 辛 国 井 些 ‖ J

r ノ バ ′ 吟 ＃ 熟 陣 昂 8 昂 蓄 ぇ ー 知 8 淋 訓 前 輪 8 尚 証 僻 耳 山 ‖ 什 伸 餅 斗 什 ヰ か ○

舟 歌 ′ 「 蘇 琳 」 8 尚 詔 薄 口 J 「 ノ バ 再 ′ 斗 ］ 璽 ‖ 壁 恥 ヰ 恕 蠣 口 発 軌 「 ′ 小 ぎ 咄 ぎ 8 剖 茄 泣

蘇 ′ 浣 ＞ 旦 拝 辞 胡 冊 神 南 「 汁 か 8 d 針 亡 ノ 淋 覇 8 常 謎 尚 知 歯 一 ‖ J 「 ノ バ 再 ′ 蛍 涛 巧 妙 8

施 策 ′ 固 着 紗 ′ 中 藤 琳 8 隷 苛 － 諸 掛 剖 前 8 先 発 胡 口 恥 亡 ノ 軸 証 学 園 口 拝 九 べ 荘 箆 ヰ か

‖ 什 戦 針 か ○

（ 擁 ▲ 粁 ‥ 藤 コ ）

4
6

杵 ‥ 一 「 遡 諭 」 一 〓 再 ノ 甫 尚 茹 軸 一 ‖ 升 か 蟹 済 南 山 一 糊 鈷 （ 一 の ソ 0 0 0 粛 コ ） 冊 ゆ だ O

N 「 回 諭 」 8 山 か ′ 満 沖 尚 証 ・ ¶ B ・ ↓ B 再 ′ 湖 詔 岩 室 〓 所 ［ バ 尚 由 辞 莞 荘 箆

ヰ か トI 什 苧 ㌢ 瀬 詠 一 の 甘 純 米 一 ‖ 計 ニ ヰ か 輌 証 功 紺 滞 （ ∽ 干 N り ○ 轟 コ ） 仲 平 ト

「 バ r ′ か 0

0 「 ＃ ▲ 榊 」 口 再 ′ 培 秘 抄 国 諦 舶 榊 呼 野 0

阜 「 甚 叫 捗 淋 国 蔀 鵬 互 」 再 ′ 瑠 熟 一 ∽ 耕 柵 繭 （ 一 〇 ． 〇 〇 〇 森 コ ） 8 荘 蘭 如 群 舟

沖 現 瀬 熟 一 の 甘 緬 蘇 （ q ． 〇 〇 〇 蘇 コ ） 8 輔 才 知 群 裔 8 砂 型 辞 榔 守 一 「 バ 「 ′ か ○

∽ 「 琴 薄 剥 片 淋 淋 紗 満 期 紗 」 戸 一 皿 紗 剥 片 皿 聖 ［ 竣 淋 織 紗 8 蔀 ＞ 肋 ユ 恥 跳 紗 細 砂 「 ノ 8

識 討 紗 （ ∽ 〇 ． 〇 〇 〇 諦 コ ） 冊 霹 （ ．

の 「 回 寿 紗 」 口 再 ′ 榔 邦 純 益 8 棚 謝 辞 料 糊 口 蒋 山 回 着 船 再 ゆ 納 付 「 ノ 0

り 「 満 紗 軸 輔 耳 胡 」 沖 現 「 識 紗 胡 」 再 ′ 棚 誠 遊 撃 ‖ 訊 〔 バ 棚 由 淋 篭 荘 藁 ヰ か ‖

什 号 か ノ 瀬 熟 一 の 甘 純 米 口 計 【 ヰ か 軸 詔 瑚 細 野 竹 竿 ト 「 バ 「 ノ か ○
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せ 盗 甫 咄 竿 固 二 ひ ． ？ N の 州 印 可 ）

頚 釦 件 卦 蔀 霜 柵 紗 8 輌 由 理 画

一 ‥ 桝 耕 叫 彗

（ 一 ） 柵 仲 ・ 討 淋 再 伸 脚 詣 「 汁 繭 詔 ぺ

盛 釦 件 静 寂 霹 淋 攣 ‖ 計 ワ バ 再 ′ 頚 如 仲 砂 束 帯 8 蔀 霜 静 脈 冊 蘇 淋 口 料 群 山 短 軸 ひ 山 如 か

‖ 什 替 か ノ 惑 釦 拝 辞 蔀 霜 冷 砂 8 純 一 空 ‖ J 「 ノ バ 再 ′ 雑 抄 ・ 諒 淋 辞 科 料 茜 ヰ か 0

（ N ） A r M （ 淋 融 ・ 神 南 謬 砂 哺 描 ） 沖 現 洗 － T u 斗 ■ し 斗 哺 描 8 淋 宗

酵 釦 件 卦 蔀 罪 8 せ 細 密 芳 村 繊 掛 ・ 空 柳 瀬 献 8 許 ゆ 富 辞 鞍 部 仰 鞍 叫 沖 ′ 淋 掛 撃 ‖ 計 「 ノ

バ ノ ■」 カ 寸 ‥ し ☆ － V 8 瞥 僻 畏 怖 固 か 〓 什 抄 山 d 仰 か 汁 山 ′ 洗 － T U 斗 ■ 」 斗 哺 描 榊 尚 盛

〔 淋 許 ヰ か ○

叫 汁 ′ 承 知 悼 辞 蔀 霜 8 冷 熱 ・ 址 二 洲 巾 ぎ 咄 き 8 逝 召 ・ 斗 寸 ヾ ヾ ト U □ － 胡 冊 融 雪 〓 哺

描 ヰ か 〓 什 〔 汁 亡 ′ 頚 細 枠 砂 蔀 帝 8 蔀 滞 船 胡 冊 糾 群 山 拝 啓 8 上 村 駄 科 榊 盗 ・ 柵 神 町 望 ‖ 静

寂 ヰ か ○

（ 0 ） 山 佃 詔 拙 鮮

柵 抄 ・ 諒 淋 軒 拙 鮮 什 「 バ ′ 固 耳 二 榊 琳 榊 サ ワ 什 「 汁 新 道 ・ 料 榊 芳 村 崩 証 ≠ 餅 冊 桝 耕 什

「 ′ 吟 辞 前 端 8 鮮 紅 学 空 鞘 茶 滑 津 篭 同 署 漆 琳 付 加 付 か 葬 礼 仙 型 〓 茸 「 パ オ － 碧 輌 証 榊 識

山 0
糾 汁 ′ 許 昏 ・ 斗 q ヾ u ヾ 君 些 鵬 8 鴻 ■ し 、｛ 叫 ヽ 叫 男 山 二 汁 ′ 菊 封 淋 掛 R ニ 笥 事 沖 現 鮮 喘 料

塑 8 静 霜 8 雫 巨 対 一 汁 滞 藁 科 Ⅲ 冨 什 「 バ 苛 っ ′ 群 落 芳 村 繭 証 再 苛 廿 幹 「 ノ 0

（ ♪ ） 朝 議 肖 琳 8 菊 判 Ⅱ 冨 岡 吟 8 別 枠 神

妙 酔 謝 如 8 妙 甲 桝 備 口 帥 止 （ 菊 判 Ⅲ 冨 岡 沈 二 ‖ J 「 ′ ± 汁 蔀 塗 料 d 蔀 封 ヰ か 藤 林 冊

「 訣 盗 蔀 封 Ⅶ 冨 8 藤 林 」 口 同 時 「 ′ 蔀 霜 軸 淋 8 琴 辞 冊 顕 帥 沖 淋 耐 什 沙 流 8 砂 堂 博 替 ● 」

カ 寸 冊 尚 些 ‖ 哺 描 ヰ か 拝 啓 R エ 洲 琳 榊 「 洲 前 横 森 抄 茸 訊 繭 琳 」 一 ‖ 同 時 ヰ か ○ 付 き 茫 羊 8

却 甫 肖 琳 冊 A r M せ 説 世 辞 爵 東 胡 8 欝 独 学 か 「 小 8 貢 和 音 辞 林 」 ～ 同 時 ヰ か 0

（ ∽ ） 』 可 〕 軸 〉 8 恕 哨 一 ‖ 発 乱 卿

郵 釦 粋 砂 蔀 霜 繊 紗 8 軸 室 外 剖 曲 湖 詔 仰 桝 耕 什 ヰ か ‖ 什 苧 デ 申 椒 敵 8 剖 茄 誼 山 準 〓 発

帥 ヰ か 胡 ′ 剖 盛 〔 沖 南 ヰ 戦 場 篭 骨 幹 （ 付 か 汁 山 田 覿 ヰ か ○

（ の ） 蟹 好 訓 舟 淋 淋 紗 諭 （ 茸 前 頭 ） 8 些 椰 一 ヰ

蟹 苅 漆 8 盟 約 ニ ± ‖ J ウ バ 蟹 親 疎 学 か 爵 甘 粕 州 柵 莞 針 J 汁 盛 砂 口 戸 部 釦 伸 助 蔀 霜 柵 紗

8 菜 肖 胡 科 辞 叫 沖 爵 泣 叫 か 〓 什 什 ヰ か ○

（ 〕 こ 甚 対 韓 淋 回 幕 口 社 ヰ か 船 互 【 ヰ

謬 薄 味 砂 d 柑 昏 か 什 〓 心 こ ‖ 汁 亡 辞 対 韓 淋 国 藻 口 竣 ヰ か 軸 互 一 寸 柵 苛 山 ○
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N 湘 － 塗 せ 逝 甫 唯 半 回 汀 斎 か 岩 頭 口 許 一 斗 か 糠 掛 茄 熟

（ 一 ） 頚 如 拝 命 蔀 霹 湘 斗 篭 伽 藍 l 囲 柵 冨 帝 沖 諭 伸 餅 （ 封 「 バ 「 ノ か 溶 葉 冊 顕 叫 沖 ′ 葡 淋 8 蔀

需 給 朋 科 料 群 山 拝 啓 8 寿 猷 冊 伽 盗 ・ 繊 細 軍 ‖ 謝 蔀 ヰ か 〓 什 篭 d 叩 か 丸 山 ′ 軸 樹 幹 瀬 耐

8 笹 坤 ヰ （ 桝 耕 弐 － T u 斗 一 し 斗 ） ［ 甫 ∪ バ 崗 由 柵 苛 山 ‖ 什 篭 帖 舛 「 「 ノ ○

（ N ） 「 学 「 ′ 湘 － 逝 せ 逝 甫 崎 守 回 避 頚 再 ′ 詩 宗 柑 世 僻 轟 紗 篭 茄 杵 舞 紳 源 冊 汁 仰 （ ↓ 回 か

細 群 単 d 針 か ‖ 什 学 デ 半 周 藤 林 ′ 国 富 葬 礼 沖 現 字 画 弟 沌 口 J 「 ノ バ 再 ′ 滴 糊 付 繭 証 柵
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＜ 参照条文＞

○日本郵政公社法（平成十四年七月三十一日法律第九十七号）

（ 中期経営目標及び中期経営計画）

第二十四条 公社は、総務省令で定めるところにより、四年ごとに、その目標を定め

る年の翌年の四月一日以降四年を一期とする経営に関する具体的な目標（以下「中

期経営目標」という。）及び当該中期経営目標を達成するための計画（以下「中期

経営計画」という。）を定め、総務大臣の認可を受けなければならない。これを変

更しようとするときも、同様とする。

2（略）

3 中期経営計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

4

5

一及び三 （略）

四郵便貯金の預 り金（郵便貯金の利子を含み、日常の払戻しに必要な資金を除

く。以下「郵便貯金資金」という。）の運用計画

五簡易生命保険業務（第十九条第一項第五号並びに同条第二項第八号及び第十 ′

七号に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務をいう。以下この条及び第三十条

第二項において同じ。）に係る収入のうち簡易生命保険業務に係る支出に充てら

れていないもの（簡易生命保険業務に係る日常の支出に必要な資金を除く。以下

「 簡易生命保険資金」という。）の運用計画

（ 略）

第三項第四号の郵便貯金資金の運用計画は、郵便貯金業務（第十九条第一項第二 怒
号から第四号まで及び第七号並びに同条第二項第二号から第七号まで及び第九号

から第十大号までに掲げる業務並びにこれらに附帯する業務をいう。第八項及び第

三十条第二項において同じ。）を行う事業の経営の健全性の確保を目的とし、市場

に及ぼす影響を少なくしつつ、確実で有利な運用となるように定めなければならな

い。

6 前項の規定は、第三項第五号の簡易生命保険資金の運用計画について準用する0

この場合において、前項中「郵便貯金業務（第十九条第一項第二号から第四号まで

及び第七号並びに同条第二項第二号から第七号まで及び第九号から第十六号まで

に掲げる業務並びにこれらに附帯する業務をいう。第八項及び第三十条第二項にお

いて同じ。）」とあるのは、「簡易生命保険業務」と読み替えるものとする。

7 及び8 （略）

（ 年度経営計画）

第二十五条 公社は、毎事業年度の開始前に、前条第一項の認可を受けた中期経営

計画に基づき、総務省令で定めるところにより、その事業年度の経営に関する計画

を定め、これを総務大臣に届け出なければならない。これを変更したときも、同様

・ とする。


